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第1手 総則  

平成19年度から23年度までの厚生労働省における政策評価の実施については、「厚生労働  

省における政策評価に関する基本計画（第2期）」（平成19年3月30日厚生労働大臣決定。平  

成19年9月28日、平成20年3月31日一部変更。以下「基本計画」という。）及び毎年度  

定める「厚生労働省における事後評価の実施に関する計画」（以下「実施計画」という。）に規定  

する方針によることとするが、具体的な評価の手順及び評価書の記入方法については本実施要領  

によることとし、評価の実施方法毎に第2章以下に定める。   

なお、評価書の作成に当たっては、次の点に留意する。  

【留意点】  

1．語尾を「00である。」、「00だった。」のような平易な言葉とし、項目を列記する場合   

は、体言止めとする。  

2．項目を列記する場合には、「①、②、③」を用い、これを更に細分化して列記する場合は、   

「i、並、揖」を用いる。  

3．国民に対する行政の説明責任（アカウンタビリテイ）の徹底が政策評価の主要な目的の一つ  

、であることに鑑み、厚生労働行政等について専門的知識を有しない者が理解できるよう、わ   

かりやすい用語・表現の使用を心がける。  

4．わかりやすい評価書となるよう、  

●（1）必要に応じて、白書、審議会報告書等で使用する図表・グラフ等を活用し、別紙による   

補足資料が必要な場合は、1～2枚程度を評価書に添付する。  

（2）評価書において使用するデータについては、可能な限り資料が掲載されているURLを   

記載するなどし、国民が資料を入手し易くするよう心がける。  

（3）施策目標に関連する主な出来事、事件及びこれらに対する対応の状況、今後の課題につ   

いては言及する。  
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第2幸 美績評価実施要領   

1．評価の趣旨   

実績評価は、政策を決定した後に、政策の不断の見直しや改善に資する見地から、政策の目的  

と手段？対応関係を明示しつつ、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これ  

に対する実績を定期的・継続的に測定するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体に  

おける取組や最終的な実績等を総括し、目標の達成度合いについて評価するものであり、厚生労  

働行政全般の業務の見直しに資することを目的とするものである。   

なお、イ厚生労働行政の在り方に関する懇談会中間まとめ」の指摘等を踏まえ、平成21年度  

評価より、評価指標の大幅な見直し（可能な限りアウトカム指標化）を行うとともに、新たに個  

別目標毎に評価対象事務事業を選定し、より深く分析の上、評価を行うこととする。   

また、評価対象事務事業の選定・評価にあたっては、行政コストの節減・効率化の観点を踏ま  

えつつ、これを行うこととする。   

2．評価対象等  

（1）評価の対象  

実績評価に係る評価対象については、実施計画において実績評価を行うこととされた施策  

目標を対象として実施する。  

（2）評価の単位  

実績評価は、政策体系（基本計画及び実施計画た定める政策体系をいう。以下同じ。）の  

うち、施策目標（枝）を単位として実施する。  

：基本目標Ⅰ安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること  

（3）評価の時期  

評価予定表（実施計画に定める評価予定表をいう。以下同じ。）．に定められた年度の実績に   

ついて評価を実施する（原則として平成旦⊥舎♯年度に実施する実績評価は、その前年度で   

ある平成旦＿旦章＝今年度の実績を中心として行うこととなる。）。   

3．評価の手順  

（1）政策体系の施策目標の担当部局は、評価予定表に基づいて本実施要領別紙1の様式に必要   

な事項を記入して実績評価書を作成し、政策評価官室に提出する。  

（2）施策目標が複数の担当部局にまたがる場合には、主たる政策を所管している担当部局がと  

りまとめることとし、1つの評価書として政策評価官室に提出する。  

（3）政策評価官室は、評価専担組織として、評価結果について技術的助言等を行う。  

（4）担当部局は、必要に応じて政策評価官室の技術的助言等を踏まえた修正をし、実績評価書   

をとりまとめる。  

（5）担当部局は、とりまとめた実績評価書をもとに、全府省共通様式として総務省が提示して  
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いる「政策評価書要旨」を参考にして実績評価書要旨を作成し、政策評価官室に提出する。   

また、政策評価官室は、必要に応じて実績評価書要旨の作成を支援する。なお、実績評価書   

要旨の記載方法等については、別に定める。  

（6）政策評価官室は、実績評価書要旨を実績評価書とともに公表し、あわせて実績評価書を総   

務省へ通知する。  

（7）実績評価書をとりまとめた後、担当部局は、政策評価の結果の政策への反映状況を政策評   

価官室に報告する。政策評価官室は、それらの反映状況をとりまとめ、総務省へ通知する。  

○実績評価書作成の流れ（参考）  

実績評価は、   

（1）個々の具体的な事務事業（評価対象事務事業）の実施状況の評価等を踏まえ、個別  

目標の評価を行い、   

（2）（1）の評価の集積結果として施策目標全体の評価を行う。  

従って、標準的な実績評価書の記載の順番は以下の通りとなる。   

①「1・政策体系ヒの位置づけ等」、 「2．現状分析 （施策の必要性））」、「6．特記事項」  

を記入。   

②「4・個別目標に関する評価」中、「個別目標を達成するための評価対象事業等の評価」  

欄を記入   

③ ②を踏まえて、個別目標に係る指標により達成度を測りながら「4．個別目標に関する  

評価」の残りの欄を記入   

④ 各個別目標の評価結果（③の評価結果）の集積を踏まえて、施策目標に係る指標により  

達成度を測りながら「3．施策目標に関する評価」を記入   

⑤ 「5．評価結果の分類」「′7．本評価書に関連する他の実績評価書」を記入   

○評価の対象となる施策目標等   

評価予定表において当該年度に実績評価を行うこととされた施策目標について実績評価書を   

作成する。   

（1）評価書の右上に評価の対象とする基本目標、施策目標の番号を記入する。  

（2）「評価の対象となる施策目標」欄には、政策体系に定めた施策目標（枝）を記入する。  

（3）日付については、実績評価書をとりまとめる際に政策評価官室で一括して記入する。  

（4）なお、実績評価書において、評価の対象となる「評価対象事務事業」は、以Fの基準によ  

り選定する。  

A 個別目標を達成する手段として重要な役割を果たすと考えられる事業  

B 会計検査院から問題点を指摘されている事業、3年以上継続している事業、多額の不  

用額が発生するなど政策効果が十分に発揮されていない可能性がある事業等、支出の  

削減・効率化の観点から評価を必要とすると考えられる事業  

C ムダゼロ指摘事項において個別に指摘を受けた事業   

※ モニタリングについても、B・Cに該当する事業については、同様に事業の評価を行うも  

とのとする。  
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O「1．政策体系上の位置付け等」の記入  

（1）評価の対象となる基本目標、施策目標とそれぞれの番号、個別目標及び評価対象事務事業   

を記入する。また、評価の対象となる施策目標（枝）の部分は、字体をゴシックにして記入  

する。  

また、実施計画において重点評価課題としたものは、該当する施策目標又は個別目標の欄   

外に「※重点評価課題」と記入し、あわせて重点評価課題名を括弧書きで記入する。  

（2）「施策の概要（目的・根拠法令等）」欄には、当該施策の目的及び根拠となる法令等を端的   

に記入する。また、本欄に記入した内容は、実績評価書要旨における「施策の概要」欄に転  

記する。  

（3）「主管部局・課室」欄には、当該施策目標を達成するために実施している政策のうち主な   

ものを所管している部局・課室名を記入し、「関係部局・課室」欄には、その他の関係する   

政策を所管している部局・課室名を記入する。  
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「評価の対象となる施策目標」欄及び政策体系の記入例  

「1．政策体系上の位置付け等」の「施策の概要（目的・根拠法令等）」の記入例（平成1  

9年度に作成した実績評価書Ⅰ－12－2から引用）  

－5－   



※ 図表を使用した例  

施策の概要（目的・根拠法令等）  

1．目的等   

すべての国民が健やかで心豊かに生活できる活力ある社会とするために、健康に廟達  

する全ての関係機関・団体等を始めとして、国民が一体となった健康づくり運動を総合  

的かつ効果的に推進し、国民各層の自由な意志決定に基づく健康づくりに関する意識の  

向上及び取組を促そうとするものである01伽・小…．．．  

：簡潔に記入：                                                            ■ ＝＝ ＝ ■ ■  

2．根拠法令等   
○健康増進法（平成14年法律第103号）   

○国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針（平成15年厚生労働  

省告示第195号）   

021世紀における国民健康づくり運動（健康日本21）（「国民の健康の増進の総  

合的な推進を図るための基本的な方針についで」健発第0430002号・平成1  

5年4月30日（別添））  

主管部局・課室  健康局総務課生活習慣病対策室  

関係部局・課室  

■     J■■■■■■■■■■■●1  

：別添として添付：  
■■■■■∫∫■■■●■●＿■■●■■■～も■■■■■  

hn・一一風一…－一 
、  

圭脚でターゲットが事■書  
Iこ 

靂 絨 

ポピ1レーションア7ローチ    しtヰづく明媚ほ鳶輸叱〉  

附の書轟■書の尭箕  
ーl帥iランスガイドゆ■1■先や象■牡暮■の   
■■  
・■★と■■Uニー丘1暮の杜■  
・馳こおけ番tt彙義士の馳どの柵書■  
0暮仕業廿・憂■  
・■絨棚檜恥充貫  
・rエクササイズガイド邪lの暮1書集  
・■■■■札書土●の★t唖1  
・りサーキング¢t■毎ゼ霊■tこ■Lわ書棚■  
0年t・こころのt■づくり  

・負樹薫職t  
・疇甜IJlナ甜たのt▲  
0 たばこ  
・■書■■書■廿の鵬止  
・細計●の責★  
さちなろ対■の糞義  
0丁んコール   
▲¢暮蜘劇■の鰻  
・乗丘ヰ醐鮪上のt慮  

0■棚  
・蜘の州に巧じた勧鸞蠣最び雫■■のラ鯵手柄  
O t■■  
・′刑糾ナウシンド8－ムにt自した輌・   
曲■抑≠1  
・一決千鶴の絨  
・■集■手鏡のた血の鵬電のtl  

O ■t■●l ・Jサ】粋一ツケシンドロームに■8した鋤桝■書4   

蝕■榊の★暮  
・一重予断の丈★  
○ポん  

輔瞥一肺♯書き   0代■拝■礪F¢扱  
（■暮鼻■■■■暮貯tにR■■胱貯   
一■書麒t■義鮒■徴集ガイドライン、■1膚t   
t■・兼暮■tマ＝1アんた沿ったⅠ†tの内響よ稟  

0鴨■冒●1月の■彙  
0一牡t鴨なカプラムやツールの■員書集、是t杓なt▲し  

0′姉リサウシシーP一人に暮邑した．t■t勤王■、  
t隻勅書■●に内けた曽量■鳥の義鷹  

に《けた農t甑プログラム   
やツールの■■が不十分  

0鼓府全体や耕を奮闘三社さ全や   
としでの書鶴が不十分  

0■珊書．椰村■の■■薯の  
憬¶別削拇印柑  

ハイりスタアブローチ  
t抽象的なt鯵・侯t掩岬の実射  

0書■■■暮に■ろ40■払上のt鑓書1柑膚薯  
に増ナ摘リー〃シンF亡トムに■月したt■・霹■  
穐勘暮暮相 互珊年度よりき  
0史話■■■手職のた伽●事緯な■■・優t相場プ   
ログラムの暮春．壬欄憫昭■暮L  

度暮界とのi扶  

Oi蜘▲圭柵嶋との－■01■  
0■t■■■■書の★1ぴ1の■最  

人銅書皮（甜瞳書のtt錦上†  
○聾t■、t響た暮士■旦俳書カ  
■tの向上1＝■ナもー嶋岬十分  

0書状たt、牡t靡■のた伽  
デ疇争のな■、書■が不十分  

0攣，■瀞t、t■御書恥、鵬靡■書師事が  
撤した人疇暮■㈲の響腑たt  

エビデンスに基づいた絵1のよ間  

t宍：慧と慧ミ慧監禁盟慧㌘t■し  
－  

軍：ミ‡！：‡三長竺芸  

l  

ヽ・＼・－  ー．ノ′一  

O「2．現状分析（施策の必要性）」の記入   

（1）施策目標に関する施策が必要とされている社会的背景や当該施策を取り巻く環境の変化に  

－6－  
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ついて、その対象としている者や事物の現状に焦点を当て、記入する。特に、評価の対象期   

間中及び直近までの間に起こった施策目標に関連する主に関連する主な事件、出来事につい   

ては言及する。   

（2）記入する事項は政策の対象としている者や事物の全体的な状況轄礫車＝を中心に記入するこ   

ととし、「00事業を実施した結果、△△人が□□となった」などの施策等の実施状況につい   

ては、「2．施策目標に関する評価」欄や「4．個別目標に関する評価」欄に記入する。  

（3）なお、本欄に記入した内容は、実績評価書要旨において、「施策に関する評価結果の概撃   

と達成すべき目標等」欄の「必要性」の項目に転記するため、現状分析の結果、施策目標に   

関する施策が必要であることが明確になるような記述とする。  
■‾‾‾‾ ‾‾ ‾‾‾－‾‾ ‾ －－－ － －－ － － － －－ －－－ － －－－ －－ －－－ －一－－－－ －－一一一一 － － － － － －－ －－ － －－－ － －－ －－－一 一 － － －－－ － －－－－ －一－－ － －－－ －－ －－－ － － － －－ － －－ －－－ － －－－－－－ －－－●■■ ■  

「2・現状分析」欄の記入例①（平成19年度に作成した実績評価書Ⅵ－3－1から引用し、  

一部加工）  

詣詣是翫講話呈配溺節だぢ亡頂訪ニユ  
◆  ●  2．現状分析  

児童虐待への対応については、平成12年11月に「児童虐待の防止  

・二  

全国の児童相談所における虐待に関する相談対応件数も増加を続け、平成17年度には  

児童虐待防止法制定直前の約3倍に当たる34，472件となるなど、依然として早急  

に取り組むべき社会全体の課題となっている。   

また、配偶者からの暴力（以下「DV」）の問題については、平成13年4月に配偶  

者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「DV法」）が成立し、同法  

において、婦人相談所、婦人相談員、婦人保護施設において、DV被害の相談・保護を  

行うこととされた。その後、平成16年12月にDV法が改正され、DVの定義の拡大、  

保護命令制度の拡充、被害者の自立支援の明確化が盛り込まれ、支援の充実を図ってき  

たところである。しかしながら、婦人相談所等における夫等の暴力の相談件数は、平成  

13年度13，071件（19．2％）から平成17年度21，125件（28．9％）と増  

加しており、依然として早急に取り組むべき課題となって笹ト・．．．．…‥．．．．．  
■l■l■l■ ■ ■■l■ ■ll■ ■■ ■ ■l＝ ■l■l■ ■l＝ ■ ■ ■l■ ■ ■l■ ■l■l■l■ ■ ■ ■l■ ■ ■  ■  ▲▲一鼻】b・Jト t■．■11▲u． ノ ー■l▲■亡一■ヽ貞一▲l＿l．＿  

：施策を取り巻く環境の変化に：i  

：づいて記入  ：；  

●■■■－■■■■■■■■■■■■……－■▼：   

捕諮るミ猥Ⅹま左よう二ニコ  
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ヨ丁．辞柑  

「2．現状分析」欄の記入例②（平成19年度に作成した実績評価書Ⅸ－3－1から引用）  

※ 図表を使用した例  

2．現状分析  

介護保険制度の施行後、  要介護認定者数は増加しており、施行直後と5年後の要介護  

．9倍となっている。特に、軽度者（要支援・要介護1）の  

万人から約204万人へと約2．4倍となっている。軽度者  

互 

認定者数を比較すると約  

認定を受けた方は、約8  

の方は、体を動かさない  

l
一
旦
r
＿
l
 
 不活発病）」の状態にあ石方や、その状態にある可能性が高い方が多いことが特徴であ  

■ り、こうした方々が、不人でできることはできる限り本人が行うという観点で介護予防  
サービスを適切に利用すをことにより、要支援・要介護状態にならないことが期待され  
ている。  

■こt－‾■■－－■■■＝＝■■■■■■■●－  

■ ：施策が必要とされている社会：                                          ■  

■      ～■■■■■－●■●●■■1  

：別添として添付：  
■■■■∫打●●■●■■＿■‥■■■1い■■■■  

．……．…‥   
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（別添）  

O「3．施策目標に関する評価」の記入  

Z二＿≠幸声「施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）」欄には、政策体系に定めた施策目標の   

達成状況を評価する指標を記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入すると   

ともに、政策体系に定めた当該指標に係る達成水準及び達成時期を記入する。  

なお、指標は極力アウトカム指標とし、達成水準及び達成時期を明記する。達成水準及び   

、 

＝達成水準又は達成時期が設定されていない場合は、原則指標として採用せず、別途参考統   

計欄に整理することとする。  

＿ る指標については、月標達成率（実績値／達成水準）を算定  

し、【】内に記入する。   

達成時期を将来に設定している指標については、目標達成時期到来後に目標達成率を算定  

し、記入する。  

イ．  

また、前々年度以前についても、目標達成率の算定が可能な場合は、記入する。  

※ 指標欄記入に当たっては、後述匡≡∃「実績評価における指標欄記入の留意点」   

及び「「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の上、記入する。  

旦L≡♯施策目標に係る碍標と「4・個別目標に関する評価」卿こ記入する個別目標に係る   

指標が重複する場合、前者の指標は、後者の指標よりも極力は、政策評価官室と協議し、   

を束に限定するものとする。  

王二∃≠≠「施策目療の評価」欄には、「施策目標に係る指標」、「2．現状分析（施策の必要性）」   

及び「4．個別目標の評価」欄の記述等を踏まえ、有効性及び効率性の観点から評価するこ   

ととし韓、記述にあたっては、各個別目標の評価を総括して施策目標全体の達成状況につ   

いて総合的な観点から評価する。特韓〒＝目標達成率を記入したものについては、目標の達成  

・未達成の原因を分析するとともに、その分析結果を騰まえて評価する。記載にあたっては、  
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施策目標一各個別目標という政策の体系を意識しつつ記載するが、。その際、原則として個   

別目棲毎の評価をにおいて記述した内容と重複して記入することをた記載は避ける〒＝（あく   

まで施策目標の達成状況についての記述とする）。  

また、実施計画において重点評価課題としたものは、字体をゴシックにて記入し、末尾に   

「（※太字部分は、重点評価課題該当部分）」と記入する。   

なお、「2．現状分析柵に（施策の必要性）」おいて、予期せぬ外部要囚等を記入した場合   

躇〒＝記載した主な出来事、事件については、施策目標の達成状況との関連を可能な限り明ら   

かにするとともに、これら出来事等を踏まえた対応、今後の課題、方向性を必ず記述する。  

±耳⊥評価の結果、政策手段（注：ここでいう政策手段とは、評価対象として選定した事   

務事業やそれ以外の事務事業をはじめ、予算措置及びそれ以外の各種制度・施策を含む。）   

事業等の見直し、設定した指標の達成水準等の見直しを行う場合は、「【総合的な評価】」欄   

にその旨記入する。その際、「5．評価結果の分類」における記載内容と敵靡が生じないよ   

うにする。  

空＿」〈5〉 なお、本欄に記入した「【有効性の観点】」、「【効率性の観点】」及び「【総合的な評   

価】」は、実績評価書要旨において、 「施策に関する評価結果の概要と達成すべき目標等」欄   

の「有効性」、「効率性」及び「総合的評価」の項目にそれぞれ転記する。  

－10－  
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「3．施策目標に関する評価」の「施策目標に係る指標」欄の記入例（平成19年度に作成  

した実績評価書Ⅳ－1－1から引用し、一部加工）  

3．施策目標に関する評価  
＝  

施策目標に係る指標 知軒箪崖ぎ1                                   ◆■■■■   

■ ■■ ■ ■l■l■ ■ ■ ■  

：  

‖．．．． ■■■ 

白海蓮旛妄工：∋  

■■■t ■t■■■■  

．で記ろ…：  （達成水準／達成時期）J．◆  

※【】内は、目標達成率ぺ実演値／達成水準）  
●  ◆  
●  ◆  
■ ◆  H14  H15  H16  H17  

公共職業安定所の求轡  の 28．8  

（％）  

◆  

● （32％以上／平成r8年度）  

雇用保険受給資格者の早期再就職  

割合（％）  

（16％以上／平成18年度）  

しごと情報ネットの利用者がこれ  

を通じて求人情報に応募するなど  

具体的行動を起こした割合（％）  

（35％／平成1各年度）  

（調査名・資料出所、備考）  

・指標1及び2は、職業安定局調べによる。  

・指標1は、公共職業安定所に求職申込みをした求職者に対する就職者の比率をいい、  

求職者のうち公共職業安定所から紹介あっせんを受け、求人者との間に雇用関係が成  

立したものの割合。  

・指標2は、雇用保険の基本手当の受給資格決定件数に対する給付日数を3分の2■以上  

凱て就職し、かつ再就職手当ら集計を  

開始。  

【参考】厚生労働省ホームページ  

http：〟wⅥW．mhlw．gojp／bumyaA（OyOu／other18／index．htmi  

・指標3†ま、「平成18年度しごと情報ネット求職者アンケート調査」（（財）雇用情報セ   

ンター）による。  

・指標3は、インターネットによるモニターリサーチ調査であり、アンケート調査回答  

時点で応募などの具体的行動を起こす予定としている者を含む。  
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実績評価における指標等欄記入の留意点  

（1）指標は施策の達成状況を評価するためのものを記入することとし、政策体系に定めた指   

標のうち「個別目標に関する評価」に資する指標は、以下の●定義により「アウトカム指標」、   

「アウトプット指標」に分類して、記入する。  

アウトカム指標（極力設定）：行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及ぼされる  

何らかの変化や影響を測る指標  

（例：就職件数・就職率、育児休業取得率、行政サービスに対する満足度）  

アウトプット指標：行政の活動そのものや行政活動により提供されてモノやサービスを測る指  

標、又はそれら行政活動により提供されたモノやサービスの利用の結果等  

（例：検査件数、助成金支給件数、ホームページのアクセス数）   

（2）政策体系に定めていないもの又は達成水準等を設定していないものの〒＝目標の達成状況   

を把握する上で有益な塵丑韓簾を記入する必要がある場合は、「参考塵丑指標」欄に記入   

する。  

（3）指標及び参考統計（以下、「指標等」という。）は、原則として過去5年間の数値を記   

入し、可能な限り直近の数値を記入する。評価対象年度め数値が記入できない場合は、そ   

の理由を「（調査名・資料出所、備考）」欄に具体的に記入する。また、年度を通じた数   

値がとれない場合又は確定した数値がとれない場合も、「（調査名・資料出所、備考）」欄   

に、その理由を具体的に記入する。  

（4）支給額等の金額を指標等とするものは、原則として百万円を単位とする。  

（5）評価に当たって、予算作成時に予定した数値（享定件数、予定額等）を記載する必要が   

あるものは、参考統計欄中の上段に実績値、下貞則こ予算作成時の予定数値を記入し、その   

旨を「（調査名・資料出所、備考）」欄に記入する。  

「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法   

（1）各指標等欄に付随する「（調査名・資料出所、備考）」欄には、指標笠のもととなる調   

査名等を具体的に記入し、あわせて指標及び調査の特異性等がある場合には簡潔に記入す  

る。  

（2）複数の指標筆がある場合には、それぞれの指標毎に調査名等を記入する。  

（3）可能な限りURLを記載するなどし、国民が資料を入手し易くすること。   

＜記入例＞  

・指標1は、内閣府が実施した平成19年度「00調査」による。  

・指標2は、（財）△△の平成18年度「00調査」による。  

・指標1は、平成18年度「00調査」によるものであり、当該調査は、隔年で実施して  
いる。  

・指標1は、事業の開始が平成17年度からのため、H15～H16の欄は記載できない。  

・指標2は、00事業の終了後、当該事業参加者に対して実施したアンケート調査によ卑  

ものである。（口□人に調査、回収率△△％）  
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平成17年4月の制度改正により、指標の対象範囲が～～となっている。   

指標1の上段は実績値、下段括弧書きは予算作成時に予定した数値である。   

指標2は、平成20幸幸年度「00調査」によるが、平成21奪＝年6月時点での速報値  

であり、平成21令＝年10月に確定値等を公表予定である。  

O「4．個別目標に関する評価」の記入   

まず、「個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価」の各欄に記入し、   

これを踏まえてその他の欄に記入する。  

〔個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価】  

ア．「個別目標を達成するための評価対象事務事業の評価」欄には、実績評価書様式のとおり   

「事務事業名」、「予算額等」、「決算額」、「実施主体」、「事業の概要・必要性（政府決定・   

重要施策との関連性）」、「事業（予算）実績等」及び「実施状況の評価と今後の課題」を記   

入する。  

イ．「予算額等」欄において、予算額は評価の対象年度（例えば、平成21年度に実施する実   

績評価については、平成20年度の予算額。）の金額を記入する。財源（一般会計、特別会   

計等）及び実施主体は、該当するものをI lで囲む。予算財源及び実施主体が複数   

に及ぶものは、該当する全ての項目を＝で囲む。  

ウ．「決算額」欄については、当該事務事業の評価の対象年度の決算額を記入する。  

エ．「事業の概要・必要性」欄については、事業概要を記入するとともに、当該事務事業が個   

別目標を達成するために必要な理由について記入し、政府決定や重要施策との関連性につい   

ても「政府決定や重要施策との関連性」欄に記入する。  

オ．「事業（予算）実績等」欄については、過去5年間の予算額（補正後）推移、予算積算上   

の事業数等及びその実績数等を記入する。（※）  

※「予算積算上の事業数等」欄には、例えば予算の積算を行うにあたり単価◇◇丁円のものを   

00施設△△カ所に設置するために必要な費用▽▽▽丁・円としているものの内、00施設に   

係る△△カ所を記入するものである。、また、「事業実績数等」欄には、予算で積算されてい   

た上記の△△カ所に設置を予定したが、実際は口ロカ所に設置したというように予算執行（決   

算）上どれだけ実施したか実績（□ロカ所）を記入する。  

カ．「実施状況の評価と今後の課題」欄については、当該事務事業の実施状況等を踏まえ、個   

別目標の達成との関連において事務事業が果たした効果等の分析を行い評価するとともに、   

今後の当該事務事業の課題、見直し、改善の方向性、概算要求の方向性等について記入する。   

なお、見直し、改善を行う場合には期限を明記すること（「厚生労働行政の在り方に関する   

懇談会中間まとめ」の指摘参照）。  

また、予算作成時の予定数値と実績値に大きな帝離が生じた場合は、その理由についても   

分析し記入する。  

なお、当該事業が選定基準B又はCの理由で選定されている場合には、必ず問題点等が出   

た原因、背景の分析を行い見直しの方向惟について記入する。  

〔個別目標に関する評価〕  

キ．「個別目標に係る指標」欄には、政策体系に定めた個別目標の達成状況を評価する指標を   

記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入するとともに、当該指標に係る達   

成水準及び達成時期を記入する。  

達成水準や達成時期が設定されていない場合は、原則指標として採用せず、別途参考統計   

欄に整理することとする。）  
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個別ti標に係る指標か施策＝標に係る指慄と直物再イ場合け、「索施策＝標に係る指巨針〕   

と直＝∴」と記入する。、  

ク．＝倍達成率（実績値／／達成水準）を算定し、【】内に記入する 

達成時期を将来に設定し／ている指標に／凡、ては、師恩達成時期到来後にト］標達成率を算定   

し、記入する。  

また、前々年度以前に／ついても、トj標達成率ゾ）肯定が可能な場合烏、記人する．  

※ 指標欄記入に当たっては、前述「実績評価における指標等欄記入げ）留意点」及び「「（調査   

㌢，・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の卜、記入する  

ケ．「個別F］標に関する評価（「個別＝標を達成するための主な事務事業の評価」、特に「今後   

の課題」に記戟Lた内容を踏蓋え主三に有効性及び効率件の観ノ亡、くから）」欄には、個別目標の   

達成にあたって政策手段 川∴ 二二でいう政策手段とは、評価対象とし／て選定した事務事業   

やそれ以外の事務事業をはじめ、予算措置及びそれ以外の各樟制度、施策を含む「）がどの   

上うな効果を及ぼしたか、その政策手段が費用や手間〝）向から効率的なヰ）のであったかにつ   

いて、「個別目標を達成す‾るためゾ）評価対象事務事業の評価」を踏まえ可能な限り定量的に   

評価する そのl祭必ず政策手段と評価指標の値がホす結果との関係について分析を記述し、   

目標達成率を記入した章〕のについては、目標の達成・未達成の原体を分析するととヰ）に、そ   

ノ）分析結果を踏蓋えて評価する定量的に評価するニヒがl村難な場合は、個別‖標と政策手   

段の有効性及び効率性を定性的に評価する  

二1．評価げ）結果、政策手段等（ハ見臍し、設定した指標の達成水準等の見直しノを行う場合は、そ   

ノ）旨記入する その際、「5．評価結果の分頓」における記載内容と離離が／トじないLうに   

する  

1上 個別l1標に関連するjノ亡＝1火事、事什なとほ必ず言及し、紆応及び今後〝）ノブF冊′1∴ 課題に  

／〕いてノ）ノブ1叶性を盛り込む  

ン．各施策「］標毎の個別＝標（／）敗、指標の敷及け選定された事托事業ノ）数に応じて、それぞか   

件の追加怪力一う  

、。   

対して政策手j莞が言莞てあ∵た詩‾モ、轟競業丁段が莞宰詫なも〇てあったかi■ニーついて、詣標  

等鞋こ姜サ可能な限り一定量的に評価す 吾言常にJ口漂達成率を記入♭た」ものiン割⊥ては、甘漂  
〇達成r未達成〇原眉を分析す古土ともに、そ〇分新語果を詰ま貴て許諾する6定量拾に評  
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⊂hl」 ヽ   」  ノ t′ノーノlJl日’l刀Tr⊂        ヽ  

。 

O「5．評価結果の分類」の記入  

（1）「1施策目標に係る指標の目標達成率」欄には、施策目標に係る指標について目標達成   

率を記入する。目標達成率を算定できない場合には、「達成水準を設定していない」、「現在   
集計中」、「達成時期は平成23年度」など理由を簡潔に記入する。  

（2）「2 評価結果の政策への反映の方向性」欄には、評価結果を踏まえて、施策全体として   

見たときに、縮小、拡充どちらの方向に反映させるかについて、並（イ）～（ハ）のいずれ  

かを○で囲む。  

また、施策目標の終了・廃止を検討する場合は、iを□⇔で囲む。  

その他、評価結果を踏まえて、機構・定員要求を検討する場合には、揖を□⇔で囲む。  

「理由」欄には、分類した理由等を簡潔に記入する。なお、並のいずれかに該当する場合   

に、例えば、施策全体として縮小するものであっても、拡充する事業等があれば、その内容   

等を記入する。  

（3）「3 施策目標等に係る指標の見直し」欄には、評価結果を踏まえて施策目標に係る指標   

又は個別目標に係る指標の見直しを検討する場合に、該当するものすべてをロ⇔で囲む。  

「理由」欄には、選択した理由等を簡潔に記入する。  

O「6．特記事項」の記入  

（1）特記事項については、直近3年間程度を目安に各事項につ1、て該当の有無を確認すること。  

（旦幸）「①国会による決議等瑚（総理答弁及び警告決議、附帯決議笠会堂）・里謹呈」欄に   

は、該当空車呑有無を確認の上□印を記入し、該当するものがある場合に、その名称、年月  

日及び該当部分の抜粋を記入する。譲当すかしのがない腸′餌よ、「なし。」と記入する。  

（3舎）「②骨太の方針・  各種亘‡厘登政府決定些塵呈との関係及び遵守状況」袖には、閣議決定   

（「経済財政改革の基本方針」等）及び施政方針演説（原則として過去1年のもの）等におい   

て当該施策に関係する記述・言及の有無を確認の上□印を記入し、該当するものがある場合   

に、その名称、年月日及び咳当部分の抜粋を記入する。瑛当するものがない卦含は、「なし。」   

（4）「③審議会の指摘」脚こは、当該施策について審議会から受けた意見等の有無を確認の上   

□印を記入し、意見等がある場合に、嘩  

（5）「④研究会等の有無」欄には、当該施策について研究会等から受けた指摘等の有無を確認   

の上□印を記入し働合に、その指摘等及び年月日を記入する。  
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（旦舎）「◎⑤総務省による行政評価・監視および認定関連活動等の迭呈状況」欄には、総務省   
が実施する行政評価・監視（旧行政監察）、統一性・総合性確保評価及び客観性担保評価に   

おいて指摘された事項の有無を確認の上□印を記入し、指摘された事項及び年月日を記入す   

る。族当するものがない掛合・は、「なし。」と記入ナる。  

（ヱヰ）「㊨塵会計検査院による指摘」欄には、該当の有無を確認の上□印を記入し、指摘され   

皇室室ナるも〇がある場合に、その内容及び年月日を記入する。諌当するものがない場合は、   
「 
。。  （8）「⑦その他」仰   

日を記入する。  

手＝を毒  

、ト．．＿■一」＝さ  

l‾リIノL一■」l「「「′■ ’⊥ノーXJ」ノJし－1で；ヽノ」」  

、。  

O  ロト・lし－ヽ  

。該当し  

J自斗よ、「なし。」と記入 。  

ヽ   「′丸山▲ 抽′hト．＿ ヽ  ＿′ ′－＿′l▲＝三「亡／1T一   口  

0  ⊂ト、l」 ヽ  

。芸当」  

■・■．．▼ ／ lヽ－JlこJヽ ／u  

記入ナる。   

O「7．本評価書に関連する他の実績評価書」の記入  

（1）閲覧者の利便性を向上させるため、当該施策と密接に関連する他の施策に係る政策体系上  

の番号及び施策目標を記入する。該当するものがない場合は、「なし。」と記入する。  

（2）関連する他の施策は、政策評価官室で選定し、担当部局と協議の上、決定する。  

要旨の作成   

実績評価書要旨は、担当部局において、実績評価書の「施策目標の評価」等をもとに作成す   
る。また、政策評価官室は、必要に応じて実績評価書要旨の作成を支援する。  
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第3幸 手兼評価（手前）実施要領   

1．評価の趣旨   

事業評価（事前）は、個々の事業の実施を決定する前に、その採否、選択等に資する見地から、  

当該事業を対象として、あらかじめ期待される政策効果やそれらに要する費用等を測定し、事業  

の目的が国民や社会のニーズ又は上位の目的に照らして妥当か、行政関与の在り方から見て行政  

が担う必要があるか、事業の実施により費用に見合った効果が得られるかなどの観点から評価す  

る。   

2．評価対象  

（1）評価の対象  

予算要求又は財政投融資資金要求を伴う新たな政策であって、1億円以上の費用を要する   

重点的な施策又は10億円以上の費用を要することが見込まれるもの。  

（2）評価の対象とならないもの  

前項にかかわらず、次のものは評価することを要しない。   

① 政策の決定を伴わないもめ（別の事業の実施、法律の施行等に伴い必然的に行われる事  

業等）   

② 補償的な費用であり、有効性、効率性等の政策評価の観点になじまないもの。   

3．評価の手順  

（1）新たに予算概算要求等を行う事業の企画立案にあわせて、事業の担当部局は、本実施要領   

別紙2の様式に必要な事項を記入して事業評価書（事前）をとりまとめ、政策評価官室に提  

出する。  

（2）事業が複数の担当部局にまたがる場合には、主に所管している担当部局がとりまとめるこ  

ととし、1つの評価書として政策評価官室に提出する。  

また、予算等において、1つの事業にまとめられている場合であっても、複数の目的・対   

象等が明確に分かれ、別々に評価を実施することにより適切な評価が可能となると判断され   

る場合には、政策評価官室と相談の上、それぞれ別個に評価書を作成する。  

（3）政策評価官室は、評価専担組織として、評価結果について技術的助言等を行う。  

（4）担当部局は、必要に応じて政策評価官室の技術的助言等を踏まえた修正をし、事業評価書   

（事前）をとりまとめる。  

（5）政策評価官室は、とりまとめた事業評価書（事前）をもとに、事業評価書（事前）要旨を   

作成し、事業評価書（事前）とともに公表し、あわせて事業評価書（事前）を総務省へ通知   

する。  

（6）事業評価書（事前）をとりまとめた後、担当部局は、政策評価の結果の政策への反映状況   

を政策評価官室に報告する。政策評価官室は、それらの反映状況をとりまとめ、総務省へ通   

知する。  

入 方 法  

○評価対象（事業名）等  

（1）「評価対象（事業名）」欄には、評価の対象となる事業の名称を記載する。事業名は、予算  
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との対応関係がわかるように留意する。  

（2）「主管部局・課室」欄には、当該事業の主たる部分を所管してる部局・課室名を記入し、「関   

係部局・課室」欄には、その他の関係部局・課室名を記入する。  

（3）「関連する政策体系」欄には、当該事業に関連する基本目標、施策目標及び個別目標とそ   

れぞれの番号を記入する。  

（4）整理番号及び日付については、事業評価書（事前）をとりまとめる際に政策評価官室で一   

括して記入する。   

「評価対象（事業名）」等の記入例（平成19年度に作成した事業評価書（事前）（「健康情‡  

報活用基盤実証事業」）から引用）  撫詣宅嗣：：  

◆◆  

（整理番号 ）  

事業評価書（事前）  

1．、現状・問題分析とその改善方策（事業実施の必要性）  

（1）事業が必要とされている背景及び現状の問題点等を可能な限り客観的なデータを用いて分   

析し、問題点等の改善方策を踏まえた当該事業の必要性を記入する。また、過去に実施した   

政策評価の結果を踏まえた事業の場合には、その旨を記入する。  

（2）「現状・問題分析に関連する指標」欄には、現状・問題分析をする際に有益な指標がある   

場合に記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入する。  

（3）「（調査名・資料出所、備考）」欄には、後述匡≡∃「「（調査名・賃料出所、備考）」   
欄の記入方法」を参照の上、記入する。  
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「1・現状・問題分析とその改善方策（事業実施の必要性）」の記入例（平成19年度に作  

成した事業評価書（事前）（「地域日常生活自立支援事業」）から引用し、一部加工）  
●t■■■■＝■■■●■＝■■■■■■■■●■■■■●■llll■■■■■  

：現状の問題点、当該事業の必要性を記入 ：  
●■＝＝＝■－一＝＝■－－…■＝■  ●‥■－■■  

溝考甑王莱仁王 
．  

事業評価（事前）における指標補記入の留意点   

（1）事業評価（事前）においては、「1．現状・問題分析」欄に「現状・問題分析に関連す   

る指標」、「4．評価指標等」欄に「アウトカム指標」、「アウトプット指標」及び「参考   

統計指標」を設けている。 「4．評価指標等」欄の指標については、以下の定義により分  
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類して記入する。   

アウトカム指標：行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及ぼされる何らかの変化  

や影響を測る指標  

（例：就職件数・就職率、育児休業取得率、行政サービスに対する満足度）   

アウトプット指標：行政の活動そのものや行政活動により提供されてモノやサービスを測る指  

標、又はそれら行政活動により提供されたモノやサービスの利用の結果等  

（例：検査件数、助成金支給件数、ホームページのアクセス数）   

参 考 統 計指＝＝榛：アウトカム指標及びアウトプット指標の他、事業の達成状況を把握  

する上で有益な統計指悟   

（2）「現状・周題分析に関連する指標」は、原則として過去5年間の数値を記入し二可能  

な限り直近の数値を記入する。また、年度を通じた数値がとれない場合又は確定した数値がと  

れない場合は、「（調査名・資料出所、備考）」欄に、その理由を具体的に記入する。  

（3）支給額等の金額を指標とするものは、原則として百万円を単位とする。  

r（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法   

（1）「（調査名・資料出所、備考）」欄には、指標のもととなる調査名等を具体的に記入し、  

あわせて指標及び調査の特異性等がある場合には簡潔に記入する。  

（2）複数の指標がある場合には、それぞれの指標毎に調査名等を記入する。  

（3）可能な限りURLを記載するなどし、国民が資料を入手し易くすること。   

＜記入例＞  

・指標1は、内閣府が実施した平成19年度「00調査」による。  

・指標2は、（財）△△の平成18年度「00調査」による。  

・指標1は、平成18年度「00調査」によるものであり、当該調査は、隔年で実施して  

いる。  

・指標2は、00事業の終了後、当該事業参加者に対して実施したアンケート調査による  

ものである。（ロロ人に調査、回収率△△％）  

・平成17年4月の制度改正により、指標の対象範囲が～～となっている。  

・指標1の上段は実績値、下段括弧書きは予算作成時に予定した数値である。  

・指標2は、平成2し）毒＝や＝年度「00調査」によるが、平成2I♯年6月時点での速報値   

であり、平成21二往年10月に確定値等を公表予定である。  

2．事業の内容  

（1）「事業の実施主体」欄には、該当する実施主体を全てI lで囲む。  
（2）「事業の内容（概要）」欄には、「新規」又は「一部新規」のどちらかをI lで囲み、   
事業の内容を具体的に記入する。  

評価する対象が一部新規の場合には、既存の部分を含めた事業全体について説明した上で、   

追加される新規部分を記入する。  

（3）「予算」欄には、「一般会計」、「年金特会」、「労働保険特会」及び「その他」のうち、該   

当するものを⊂＝］で囲み、「その他」の場合は二括弧内に具体的に記入する。また、   
要求する予定の予算額を百万単位で記入し、評価する対象が一部新規の場合には、事業全体  
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の予算額を記入し、一部新規に係る部分の予算額を括弧書きで記入する。過去の予算額につ  

いても記入する。  

3．事業の目標  

（1）「事業の目標」欄には、事業評価（事後）において評価を行うための目標を、可能な限り  

定量的に設定し記入する。  

（2）「政策効果が発現する時期」欄には、当該事業による効果が発現を開始する時期を記入す  

る。  

（3）「事業の目標」は、当該事業の実施後に事後評価を実施する際の目安とするものであるた   

め、目標が適切に設定されていない場合、事後評価が困難になる可能性があることに留意す  

る。  

4．評価指標  

（1）「評価指標等」欄には、事後に事業の達成状況を評価するための指標を「アウトカム指標」、   

「アウトプット指標」及び「参考統計指標」に分類して記入する。また、欄内に当該指標等   

の単位を括弧書きで串入するとともに、「アウトカム指標」及び「アウトプット指標」につ   

いては、達成水準及び達成時期を記入する。  

なお、達成水準及び達成時期を設定でさない指標には、（）と記入する 。達成水準又は   

達成時期を設定できない場合は、原則指標として採用せず、別途参考統計欄に整理すること  

とする。  

※ 指標欄記入に当たっては、前述匡≡ヨ「事業評価（事前）における指標欄記入の  
留意点」及び「「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の上、記入する。  

（2）「本事業と指標の関連についての説明」欄等には、評価の対象となっている事業と設定し   

た指標等の関連についての説明を簡潔に記入する。  

5．評価  

（1）必要性の評価   

① 「行政関与の必要性の有無（主に官民の役割分担の観点から）」欄には、本実施要領参考  

添付「行政関与の在り方に関する基準」（平成8年12月16日行政改革委員会策定）の  

「行政関与の可否に関する基準」を参考にして、官民の役割分担の観点から、当該事業に  

行政が関与しなくてはならないかを分析し、「有」「無」「その他」のいずれかを】 l  

で囲み、その理由を記入する。なお、「その他」は、官民共同で実施する事業などの場合  
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に選択する。   

② 「国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から）」欄には、国と地方公共  

団体の役割分担の観点から、国が実施しなければならないかを分析し、「有」「無」「その  

他」のいずれかをI lで囲み、その理由を記入する。なお、「その他」は、国と地  

方公共団体が共同で実施する事業などの場合に選択する。   

③ 「民営化や外部委託の可否」欄には、当該事業を実施する際に、民間事業者等を活用す  

ることが可能か分析し、「可」「否」のどちらかをI lで囲み、その理由を記入する。   

④ 「他の類似事業（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無」欄には、当該事業の他に  

類似する事業があるか分析し、「有」「無」のどちらかをI lで囲み、「有」とした  

場合、重複する事業名及び実施省庁名を列記し、重複していてもなお実施する必要性があ  

る旨記入する。  

（2）有効性の評価   

① 「政策効果が発現する経路（投入→活動→結果→成果）」欄には、資源を投入してから政   

策効果が発現するまでの過程をわかりやすく記入する。また、政策効果が発現する経路に   

ついてまとめられているフローチャート等を別紙として添付することも差し支えない。  

記入例①（平成19年度に作成した事業評価書（事前）（同上）から引用）  

政策効果が発現する経路（投入→活動→結果→成果）   

地域産業保健センターに面接指導窓口の設置→小規模事業場の労働者に対する医  

師による面接指導等健康管理の実施→長時間労働者の健康状況の改善→過重労働によ  

る健康障害の減少   

記入例②（平成18年度に作成した事業評価書（事前）（「認知症対策等総合支援事業」）  

から引用）   

※ 「政策効果が発現する経蹄」を、「別紙「認知症のステージに即した取組」参照。」と  
て、図表を使用した例。  
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認知症のステージに即した取組  

平成18年慶事求時に、これ手で以上に、認知症対策を総合的に推進していくため、地域支乳医療体制の  
充実、詳知痘ケアの賞の向上専を目的とした事業を取りまとめ、「認知症対策等総合支援事業止して再構築。  

前駆段階  ヰ世知畿早期サービスの充実  
′ 敵組症皐親愛ニビス蔓触憂ま，髄8二） 

中正知瞳ケアの薫の向上  
ン 認知症介護実践者専壬庶事稟（H12－）  

中 身体拘束の廉止  
′ 身体拘束廉止推進事業（H13－）  

く′才知虚介♯研究・研■センター王者事事  
（H12～）  

や 故知長洲の充≠   
′ 紘知慮サポート臣事成研♯事業  

（H17－）   

′ かかりつけ医軌痘対応力由上暮暮  

（H18－）  

ヰ 本人・手練支欄の体≠暮■   
′ 家庭慶丁セスルトシートの曹及、零  

中期段階  

紘知痘になっでも棄ぬして暮らせ  

く槻の鞘、棚番タトゥーク瞥の♯■づくり  

やターミナルケアの充実   

② 「事業の有効性」欄には、当該事業を実施した結果、見込まれる効果を可能な限り定量  

的に予測・把握し、記入する。また、事業の効果の予測・把握に当たっては、過去に実施  

された同種類似の事業により得られた実績及び効果を活用することが望ましい。  

（3）効率性の評価   

① 「効率性の評価」欄には、投入する資源量に見合った効果が得られるか、必要な効果に  

対して投入する資源量が最小か、同一の費用等でより大きな効果が得られないか等の観点  

から、可能な限り定量的に予測・把握し、記入する。   

② 事業の実施に当たって、特に効率化を図る工夫がある場合、それについても記入する。  

（4）その他   

① 必要性の評価、有効性の評価及び効率性の評価の他に、必要に応じて、公平性（受益や  

負担が公平に分配されるか）及び優先性（他の事業より優先的に実施するべきか）等の観  

点から分析した評価を記入する。   

② 税や財政投融資などの利用可能性、規制緩和による代替可能性等が考えられる場合には、  

それらについても当該欄に記入する。  

（5）政策等への反映の方向性  

評価結果を踏まえ、「予算額」欄の要求額のとおり予算概算要求を行うこととした場合に   

は、「評価結果を踏まえ、平成00年度予算概算要求において所要の予算を要求する。」と記   

入する。  

また、評価結果を踏まえ、予算概算要求額の変更、事業内容の見直し等を行う場合には、  
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変更した予算概算要求額及び見直した内容等を記入する。  

O「6．特記事項」の記入＝  

リ 

（旦章）r①国会による決議等命状読（総理答弁及び警告決議、附帯決議筆全む）嬰塵呈」欄に   

は、該当里≠呑有無を確認の上□印を記入し、該当するものがある場合に、その名称、年月  

日及び族当部分の抜粋を記入する。該当するものがない扮せは、「なし。」と記入する。  

（旦書）「②且麹左奥二各種匙垂隻政府決定些塵呈との関係及び遵守状況」柵には、閣醜決定   

（「経済財政改革の基本方針」等）及び施政方針演説（原則として過去1年のもの）等におい   

て当該施策に関係する記述・言及の有無を確翠の上□印を記入し、該当するものがある場合   

に、その名称、年月日及び該当部分の抜粋を記入する。蔽当トるものがない脚飢ま、「なし。」仁   

（4）「③審議会の指摘」糊た意見等の有無を確認の上   
□印を記入潤  

（5）「④研究会等の有無」欄には、当該施策について研究会等から受けた指摘等の有無を確認   

の上□印を記入し、御  

（旦寺）「◎金線務省による行政評価・監視および認定関連活動等の墜呈状洗」欄には、総務省   

が実施する行政評価・監視（旧行政監察）、統一性・総合性確保評価及び客観性担保評価に   

おいて指摘された事項の有無を確認の上□印を記入し、指摘された事項及び年月日を記入す   

る。族当するものがない掛合は、「なし。」と記入・rる。  

（ヱ孝）「㊨塑会計検査院による指摘」欄には、該当の有無を確認の上口印を記入し、指摘され   

た事項ナるも〇がある場合に、その内容及び年月日を記入する。辞当ナかしのがない掛合・は、   

（8）「⑦その他」欄については、上記①～⑥以外の特記事項がある場合に、その内容及び年月   

日を記入する。  

。   

ヽ   「′完＼ム瓜マ瘍′′lJヽl＿ 1 、■■ ノ・－＿．－LJ芸「亡 ノTr■   ロ  

。  

ヽ  「′′a．1ユ▲如1、〃・ロ  
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要旨の作成  

事業評価書（事前）要旨は、政策評価官室において、事業評価書（事前）の「必要性の評価」   

及び「有効性の評価」等をもとに作成する。  
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第4辛 事業評価（事後）実施要領   

1．評価の趣旨   

事業評価（事後）は、事業評価（事前）を実施した個々の事業について、一定期間経過後に、  

事業の継続の可否及び事業内容の見直し等を目的として、事業が国民や社会のニーズ又は上位の  

目的に照らして妥当だったか、事業の実施により費用に見合った効果が得られたかなどの観点か  

ら、評価する。   

2．評価対象  

（1）事前評価を実施したもののうち、原則として事業開始後3年を経過したもの  

（例えば、平成2】＝伊年度に実施する事後評価は、平成17奪年度に事前評価を実施した  

平成1H芋年度予算概算要求に係るものが該当する。）  

（2）前項に該当するもののうち、事後評価を実施しないものについては、別に定める。   

3．評価の手順  

（1）事業の担当部局は、本実施要領別紙3の様式に必要な事項を記入して事業評価書（事後）   

をとりまとめ、政策評価官室に提出する。  

（2）政策評価官室は、評価専担組織として、評価結果について技術的助言等を行う。  

（3）担当部局は、必要に応じて政策評価官室の技術的助言等を踏まえた修正をし、事業評価書   

（事後）をとりまとめる。  

（4）政策評価官室は、とりまとめた事業評価書（事後）をもとに、事業評価書（事後）要旨を   

作成し、事業評価書（事後）とともに公表し、あわせて事業評価書（事後）を総務省へ通知  

する。  

（5）事業評価書（事後）をとりまとめた後、担当部局は、政策評価の結果の政策への反映状況   

を政策評価官室に報告する。政策評価官室は、それらの反映状況をとりまとめ、総務省へ通   

知する。  

入 方 法  

○評価対象（事業名）等  

（1）「評価対象（事業名）」欄には、評価の対象となる事業の名称を記載する。また、事前評価   

を実施した際の事業名と異なる事業名により実施しているものは、現在実施している事業名   

を記入し、事前評価実施時の名称は、括弧書きにより記入する。  

（2）「主管部局・課室」欄には、当該事業の主たる部分を所管してる部局・課童名を記入し、「関   

係部局・課室」欄には、その他の関係部局・課室名を記入する。  

（3）「関連する政策体系」欄には、当該事業に関連する基本目標、施策目標及び個別目標とそ   

れぞれの番号を記入する。  

（4）整理番号及び日付については、事業評価書（事後）をとりまとめる際に政策評価官室で一   

括して記入する。  
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「評価対象（事業名）」等の記入例（平成19年度に作成した事業評価書（事後）（「失業者向  

け生活関連情報提供サービス事業の実施（失業者への生活関連情報のハローワークによるワン  

ストップでの提供体制の整備）」）から引用）  
ぎ輔弼弼コ  

◆■  

（整理番号 ）  

1．現状・問題分析  

（1）「事前評価実施時における現状・問題分析」欄には、事前評価の実施年度を記入し、当該   

事業に係る事業評価書（事前）の「現状・問題分析」欄の記載内容を転記する。  

（2）「事後評価実施時（現在）における現状・問題分析」欄には、事前評価実施時における「現   

状・問題分析」欄の内容を踏まえ、社会環境の変化及び現状の問題点等を分析し、可能な限  

り客観的なデータを用いて記入する。  

（3）「現状・問題分析に関連する指標」欄には、事前評価で現状・問題分析をする際に用いた   

指標及び事後評価実施時（現在）における現状・問題分析に有益な指標を記入する。また、   

欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入する。  

（4）「（調査名・資料出所、備考）」欄には、後述匡≡ヨ「「（調査名・資料出所、備考）」  
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欄の記入方法」を参照の上、記入する。  

「1．現状・問題分析」の「事後評価実施時（現在）における現状・問題分析」欄の記入例  

（平成19年度に作成した事業評価書（事後）（「一般事業主行動計画策定等支援事業」）から  

引用し、一部加工）  

事後評価実施時（現在）における現状・問題分析  
●  ■  
●  ■  
● ■   

（1）現状分析  

育児休業の取得率については、平成17年度で男性0．50（0．4ナ）％、女性7  
2．3（80．2）％と平成17年の改正育児・介護休業法の施行及び次世代育成支援対  

策推進法（以下「次世代法」という。）の全面施行を受け、一定の上昇がみられる。   

また、制度の導入状況についても、小学校就学までの子を対象とする勤務時間短縮等  

の措置については平成17年度で16．3％（27．4％）と導入が進みつつあるところ  

である。   

一方、次世代法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出は、義務となっている30  

1人以上の労働者を雇用する事業主については、ほぼ100％の実施状況であるものの、  

努力義務となっている中小企業における策定・届出数は二増加しているものの、・まだ未  

策定の中小企業も多い。  

※数値は、厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）による。（）内は   

30人以上規模。  

（2）問題点   

仕事と子育てとを両立しやすい雇用環境の整備をより一層促進するためには、中小企  

業も含めた個々の企業において主体的に取り組む意識をさらに高めることが重要であ  

る。  

（3）問題分析   

企業において、 育児・介護休業法に規定されている措置のような最低基準に関する規  

定整備は一定程度進んだものの、特に、中小企業における一般事業主行動計画策定・実  

施に向けた取組みが進んでおらず、こうした取組みをさらに推進する方策を講じること  

が必要である。  

（4）事業の必要性   

一般事業主行動計画の策定が遅れている中小企業事業主に対し、地域や業種における  

実情に即してどのような計画を作成すればよいかについて、事業主に対しアドバイス等  

を行うことにより、一般事業主行動計画の策定・実施を支援する必要がある。  

禁禁二讐禦盟聖霊㌣翫櫛  
≡誓野ご朋舗謂罰甜脱芯  

撃方エ  ．L音霹ム．．：  
H14  H15  H16  H17  H18  

女性の育児休業取得率  

（単位：％）  

男性の育児休業取得率  

（単位：％）  

小学校就学までの子を対象  

とする勤務時間短縮等の措  

置の導入状況（単位：％）  

（調査名・資料出所、備考）  

・指標1、2及び3は、雇用均等・児童家庭局の「女性雇用管理基本調査」による。平  
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成14年度、平成16年度及び平成17年度は5人以上規模事業所調査、平成15年  

度、平成18年度は30人以上規模企業調査。  

【参考】厚生労働省ホームページh叩：伽血1w．  0．jp／toukei／list／7l－17．htmi  
■■●  ‾■ ●  ▲ ■■■■■■●●■■■■■■■■■■  ■■  

鳶竜甑三先仁王」誓罪 …＿山＿＿‖＿＿……＿＿‖…＿…＿＿……………●‖‖…＿……‥＿＿ ．…＿＿…＿＿＿＿   

2．事業の内容  

（1）．「事業の実施主体」欄には、該当する実施主体を全て［ニコで囲む。  

（2）「事業の内容（概要）」欄には、事業の内容を具体的に記入する。事前評価実施時と事業の   

内容に変更がない場合は、事業評価書（事前）の記載内容を転記して差し支えない。  

（3）「予算」欄には、「一般会計」、「年金特会」、「労働保険特会」及び「その他」のうち、該   

当するものを＝で囲み、「その他」の場合は、括弧内に具体的に記入するこ  
また、これまでの予算額及び要求する予定の予算概算要求額を百万単位で記入する。   

3．事前評価実施時における目標・政策効果が発現する時期   

「事業の目標」及び「政策効果が発現する時期」欄には、事前評価において設定した目標及   

び時期を転記する。  

4．評価指標  

（1）「評価指標等」欄には、事前評価において設定した指標及び宮前評価実施後の官業内容の   

との整合性をはかりつつ、指  

標は極力アウトカム指標とし、達成水準及び達成時期を明記する。   

なお、達成水準又は達成時期が設定されていない場合は、原則指標として採用せず、別途  

参考統計欄に整理することとする。  

G【●’－－■ヽ   〈■⊥／■‘／、′■‾T ＼I■■■→lノJヽlP′  ′〈 ） ′コ＝／■t′■－■tJ／yJC－1ヰ′し一へ⊥－ し′ ヽ ▼  ■■、▼   コl∃‘l刀てl、－l⊂トヽ  ＼  ′   」 口Lノ／ヽ 7’i「百  

事後評価において追加して評価指標を設定した場合又は事前評価実施時に設定した評価指   

標を使用しない場合には、その理由を「（調査名・資料出所、備考）」欄に記入する。  

（2）達成水準（目標値）を設定している指標については、目標達成率（実績値／達成水準（目   

標値））を算定し、【】内に記入する。  

また、前々年度以前についても、目標達成率の算定が可能な場合は、記入する。   

※ 指標欄の記入に当たっては、後述匡≡ヨ「事業評価（事後）における指標欄記入の  

留意点」及び「「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の上、記入する。  
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記入例（平成19年度に作成した事業評価書（事後）（「児童養護施設への被虐待児個別対  

応職員の配置の大幅な拡充」）から引用し、一部加工）  

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■  

l  

．………………………＿  

事兼評価（事後）における指標欄記入の留意点  

（1）事業評価（事後）においては、「1．現状・問題分析」欄に「現状・問題分析に関連す   

る指標」、「4．評価指標筆」欄に「アウトカム指標」、「アウトプット指標」及び「参考   

指標」を設けている。「4．評価指標等」欄の指標については、以下の定義により分類し   

て記入する。  

アウトカム指標：行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及ぼされる何らかの変化  

や影響を測る指標  

（例：就職件数・就職率、育児休業取得率、行政サービスに対する満足度）  

アウトプット指標：行政の活動そのものや行政活動により提供されてモノやサービスを測る指  

標、又はそれら行政活動により提供されたモノやサービスの利用の結果等  

（例：検査件数、助成金支給件数、ホームページのアクセス数）  

参 考 統 計詰 漂：アウトカム指標及びアウトプット指標の他、事業の達成状況を把握  

する上で有益な指標   

（2）「現状・問題分析に関連する指標」は、原則として過去5年間の数値を記入し、可能な  
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限り直近の数値を記入する。また、年度を通じた数値がとれない場合又は確定した数値が   

とれない場合は、「（調査名・資料出所、備考）」欄に、その理由を具体的に記入する。  

（3）支給額等の金額を指標とするものは、原則として百万円を単位とする。  

（4）評価に当たって、予算作成時に予定した数値（予定件数、予定額等）を記載する必軍が   

あるものは、上段に実績値、下段に予算作成時の予定数値を記入し、その旨を「（調査名   

・資料出所、備考）」欄に記入する。  

「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法  

（1）各指標欄に付随する「（調査名・資料出所、備考）」欄には、指標のもととなる調査名  

等を具体的に記入し、あわせて指標及び調査の特異性等がある場合には簡潔に記入する。  

（2）複数の指標がある場合には、それぞれの指標毎に調査名等を記入する。  

（3）事後評価において追加して評価指標を設定した場合又は事前評価実施時に設定した評価  

指標を使用しない場合には、その理由を記入する。  

（4）可能な限りURLを記載するなどし、国民が資料を入手し易くすること。  

＜記入例＞  

・指標1は、内閣府が実施した平成19年度「00調査」による。  

・参考指標2は、（財）△△の平成18年度「00調査」による。  

・指標1は、平成18年度「00調査」によるものであり、当該調査は、隔年で実施して  

いる。  

・ 指標2は、00事業の終了後、当該事業参加者に対して実施したアンケート調査による  

ものである。（ロロ人に調査、回収率△△％）  

・指標1は、事業の開始が平成16年度からのため、H15の欄は記載できない。  

・ 平成17年4月の制度改正により、指標の対象範囲が～～となっている。  

・ 指標1の上段は実績値、下段括弧書きは予算作成時に予定した数値である。  

・指標2は、平成20幸専＝年度「00調査」によるが、平成21♯年6月時点での速報値  

であり、平成21♯年10月に確定値等を公表予定である。  

5．事前評価の概要   

事前評価において実施した「必要性の評価」、「有効性の評価」及び「効率性の評価」の内容   

又は概要を記入する。  

6．事後評価の内容  

（1）有効性の評価   

① 「政策効果が発現する経路（投入→活動→結果→成果）」欄には、事前評価の記載内容を  

転記する。   

② 「有効性の評価」欄には、当該事業を実施した結果、事前評価において予測・把握した  

有効性の評価を踏まえ、当該事業が有効であったか、評価指標により可能な限り定量的に  

評価する。特に、目標達成率を記入したものについては、目標の達成・未達成の原因を分  

析するとともに、その分析結果を踏まえた評価を行う。′   

③ 「事後評価において特に留意が必要な事項」欄には、事前評価において想定してなかっ  
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た外部要因等で、特記する必要がある場合に記入する。  

（2）効率性の評価  

① 「効率性の評価」欄には、当該事業を実施した結果、事前評価において予測・把握した  

効率性の評価を踏まえ、投入した資源量に見合った効果が得られたか、必要な効果に対し  

て投入する資源量が最小だったか等の観点から、評価指標により可能な限り定量的に評価  

する。特に、目標達成率を記入したやのについては、目標の達成・未達成の原因を分析す  

るとともに、その分析結果を踏まえた評価を行う。   

② 「事後評価において特に留意が必要な事項」欄には、事前評価において想定してなかっ  

た外部要因等で、特記する必要がある場合に記入する。  

（3）その他   

① 有効性の評価及び効率性の評価の他に、必要に応じて、公平性（受益や負担が公平に分  

配されたか）及び優先性（他の事業より優先的に実施するべきか）等の観ノ計から分析した  

評価を記入する。   

② 今後、事業を継続するに当たって、税や財政投融資などの利用可能性、規制緩和による  

代替可能性等が考えられる場合には、それらについても当該欄に記入する。   

（4）政策等への反映の方向性  

評価結果を踏まえ、「予算額」欄の要求額のとおり予算概算要求を行うこととした場合に   

は、「評価結果を踏まえ、平成00年度予算概算要求において所要の予算を要求する。」と記  

入する。  

また、評価結果を踏まえ、予算概算要求額の変更、当初の事業内容からの見直し等を行う   

場合には、変更した予算概算要求額及び見直した内容等を記入する。   

7．特記事項   

事前評価における記載内容を転記するとともに、事前評価実施時から事後評価実施までの間   

に、新たに追加された事項がある場合には、あわせて記入する。   

要旨の作成   

事業評価書（事後）要旨は、政策評価官室において、事業評価書（事後）の「有効性の評価」   

等をもとに作成する。  
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第5辛 抱合評価実施要領   

1．評価の趣旨   

総合評価は、特定のテーマについて、問題点の解決に資する多様な情報を提供することにより  

政策の見直しや改善に資する見地から、当該テーマに係る政策効果の発現状況を様々な角度から  

掘り下げて分析し、政策に係る問題点を把握するととともにその原因を分析することを目的とす  

るものである。   

2．評価対象   

総合評価に係る評価対象については、実施計画において総合評価を行うこととされたもの及び  

政策評価官室と政策の担当部局等が調整の上、総合評価を行うこととしたものを対象として実施  

する。   

具体例としては、法改正を伴う制度改正や具体的な目標値を掲げた計画に基づいた行政を展開  

し、計画の策定・実施・評価においてPDCAサイクルを導入している政策との整合性をとって  

いる施策目標（枝）等のうち、当該計画の計画期間の最終年度を迎え、新たな計画を策定するも  

の等を評価対象とする。   

3．評価の手順  

（1）評価対象の担当部局は、評価予定表等に基づいて本実施要領別紙4の様式に必要な事項を   

記入して総合評価書を作成し、政策評価官室に提出する。  

なお、総合評価は、  

① 当該評価対象の問題点の把握、原因の分析等がなされた時期に評価を、  

② 総合評価結果を踏まえた見直しが決定された時期に評価結果の政策への反映状況の  

報告等を、  

それぞれ実施する。  

具体例としては、評価対象の検討に当たって、審議会、研究会等を活用した場合には、そ  

の答申や報告書作成等が行われた時期が（∋に該当し、それを踏まえた法改正や計画の策定を   

検討し、具体的に講じることとした措置を最終的に法案や計画に盛り込んだ時期が②に該当  

する。  

（2）政策評価官室は、評価専担組織として、評価結果について技術的助言等を行う。  

（3）担当部局は、必要に応じて政策評価官室の技術的助言等を踏まえた修正をし、総合評価書  

をとりまとめる。  

（4）政策評価官室は、とりまとめた総合評価書を公表し、あわせて総務省へ通知する。  

○評価対象等  

（1）「評価対象課題名」欄には、実施計画等において評価対象とすることとした特定のテーマ  

名を記入する。  

（2）「主管部局・課室」欄には、当該評価対象の主たる部分を所管している部局・課室名を記  

入し、「関係部局・課室」欄には、その他の関係部局・課室名を記入する。  

（3）日付については、総合評価書のとりまとめの状況に応じて、政策評価官室で記入する。  
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1．関連する政策体系   

実施計画等において評価対象とすることとした特定のテーマと関連する政策体系の基本目  

標、施策目標とそれぞれの番号及び個別目標を記入する。  

記入例  

総合評価書  

平成  年  月  

；配象ゑ鮨色已ヱ集気臥－；  

評価対象課題名  第10次労働災害防止計画  

主管部局・課室  労働基準局安全衛生部   

関係部局・課室  

1．関連する政策体系  

2．評価の契機等   

見直し条項、附帯決議、顔議決定等の制度・計画の見直しを実施することとなった契機等に   

ついて記入する  
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記入例（平成17年度に作成した総合評価書（評価対象「医療保険制度」）から引用）   

2 評価の契機等   

健康保険法等の一部を改正する法律（平成14年法律第102号）附則第2条第2項にお  

いて、政府は、（1）保険者の統合及び再編を含む医療保険制度の体系の在り方、（2）新しい高  

齢者医療制度の創設、（3）診療報酬の体系の見直し、について、その具体的内容、手順及び  

年次計画を明らかにした基本方針を策定し、その基本方針に基づいて、できるだけ速やかに  

（新しい高齢者医療制度の創設についてはおおむね2年を目途に）、所要の措置を講ずるも  

のとされている。これに基づき、平成15年3月に「医療保険制度体系及び診療報酬体系に  

関する基本方針」（以下「平成15年3月基本方針」という。）が閣議決定され、医療保険  

制度に関する改革については、平成20年度に向けて実現を目指すこととされている。   

また、「骨太の方針2005」（「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」（平  

成17年6月21日閣議決定））において、医療費適正化の実質的な成果を目指す政策目標  

を設定し、定期的にその達成のための必要な措置を講ずることとされ、政策目標と具体的な  

措置の内容とあわせて平成17年中に結論を得た上で、平成18年度医療制度  

改革を断行することとされている。   

さらに、「平成18年度予算編成の基本方針」（平成17年12月6日閣議決定）におい  

て、「「安心・信頼の医療の確保と予防の重視」、「医療費適正化の総合的な推進」、「超高齢  

社会を展望した新たな医療保険制度体系の実現」という基本的考え方の下、構造改革を推進  

し、平成18年度予算から反映させる」こととされている。  

3．評価の方法等  

（1）「評価の観点」欄には、制度・計画の見直しを実施する背景となった社会情勢、社会的ニ   

ーズなどの事情を記入する。また、制度・計画の見直しのために必要となる観点等について   

記入する。  

（2）「収集した情報・データ及びの評価手法を用いて行った分析・測定の方法」欄には、どの   

ような情報・データを用いて、どのような方法により評価するのか、という観点から、   

① これまでの制度、計画の実施状況・達成状況を評価するための材料として把握・収集し  

キ情報・データの種類   

② 情報・データについて、政策の直接的効果、因果関係、外部要因及び波及効果等の測定  

・分析の方法   

を記入する。   

※ 情報・データについては、可能な限りUR⊥を記載するなどし、国民が資料を入手し易  

くすること。  

記入例（平成17年度に作成した総合評価書（評価対象「医療保険制度」）から引用））  

伽藍：甜崩撞℃訪錘誼動議兢篭E罰三溝読五ニニー  
■  

◆  
●  ◆  
●  ◆  ◆  

3．評価の方法等  

（1）評価の観点  

齢ヒの進展、経済の低成長への移行、国民生活や意 ◆  我が国の医療制度は、急速な  

識の変化など、大きな環境変化に直面しており、国民皆保険を堅持し、将来にわたり持続  
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可能なものとしていくためには、その構造改革が急務である。具体的には、「評価の契機  

等」に記載の各閣議決定等を踏まえ、以下のような観点に基づいて評価を行う。  

（1）医療費について   

我が国の医療費の動向を見ると、超高齢化が進行する中で、老人医療費を中心とする医  

療費は経済の伸びを相当に上回った伸び率で推移しており、今後も経済を上回った伸びを  

示すことが見込まれている。   

また、我が国においては、糖尿病等の生活習慣病の患者が増大し、加齢とともに増悪し  

て、脳梗塞、心筋梗塞等を発症し、入院に至るケースが増加している。   

さらに、我が国の医療提供体制の構造として、平均在院日数の長さが指摘されており、  

また、都道府県ごとに医療費の格差がある。   

こうした中で、医療費の適正化に向けて、どのような対策を講ずるべきか。  

（2）高齢者医療制度について   

65歳以上の高齢者については、一人当たりの医療費が高く、国保（国民健康保険）、  

被用者保険（健康保険など）の制度間の偏在が大きい。   

また、現行の老人保健制度鱒、独立した保険制度ではなく、被用者保険と国保が、運営  

主体の市町村に対して費用を拠出する仕組みになっていることから、（1）高齢者自身の負担  

と若人による負担の分担のルールが不鮮明、（2）制度運営の責任主体が不明確等の問題点が  

指摘されている。   

こうした中で、高齢者医療制度の在り方について、どのように考えるべきか。  

（3）保険者について   

市町村国保（市町村盲保険者とする国保）や組合健保（組合管掌健康保険）の小規模保  

険者について、財政運営の規模の適正化を図るため、どのような対策を講ずるべきか。   

また、政管健保（政府管掌健康保険）の組織形態の在り方について、社会保険庁改革の  

実施とあわせて、どのように考えるべきか。  

4．評価結果等  

（1）「評価結果（問題点及びその原因）」欄には、   

① 「3．評価の方法等」による情報・データの把握・収集、測定・分析等で得られた直接  

的効果、因果関係、外部要因及び波及効果等の結果   

② ①を踏まえた、現行政策の問題点及びその原因   

③ ①及び②を踏まえた、当該政策の目的の妥当性及び政策の代替案や関連政策との整合性  

等  

を記入する’。  

（2）「今後の検討の方向性」欄には、評価結果を踏まえた評価対象テーマに係る今後の検討の   

方向を記入する。なお、記載内容については、評価書作成時に記入できる範囲のもので差し   

支えない。  

5．評価結果の反映状況   

「評価結果の反映状況」欄には、評価結果を踏まえた検討を行った結果、具体的に講じるこ   

ととなった措置を記入する。  

6．その他  

（1）「評価の実施過程において明らかになった課題」欄には、当該評価の実施過程において明  
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らかになった課題があった場合に、記入する。  

（2）「外部有識者等の活用状況」欄には、当該評価対象の政策についての検討に当たって寧議   

会、研究会等を活用した場合、一審議会、研究会等の名称、メンバー及び開催実績等を記入す  

る。  

また、審議会、研究会等のメンバー及び開催実績等については、別紙として添付すること  

も差し支えない。  

なお、審議会、研究会等の他に、有識者等から意見の聴取を行った場合には、可能な限り  

記入する。  

（3）「パブリックコメント等を行った場合はその意見」欄には、パブリックコメント等を実施  

した際の意見がある場合に記入する。  

添付資料  

評価対象の政策について、以下の資料がある場合には、総合評価書に添付する。  

・制度・計画の概要（ポンチ絵等）  

・評価結果に関して外部に委託した調査の結果（概要可）  

・評価結果に関する答申、報告書（概要可）  

・評価結果や前項の報告書等に基づき講じる予定の措置の概要（法律案要綱、計画の骨子等）  
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第6辛 モニタリング実施要領   

1．モニタリングの趣旨  

モニタリングは、政策体系に定めた施策目標について、指標を定期的・継続的に測定し、それ  

を明らかにするとともに、急激な状況の変化があった場合には実績評価等を実施できるようにす  

ることを目的として実施する。   

また、評価対象事務事業の選定・評価にあたっては、行政コストの節減・効率化の観点を踏ま  

えつつ、これを行うものとする。   

2．モニタリング対象等  

（1）モニタリングの対象  

実施計画においてモニタリングを行うこととされた施策目標を対象として実施する。  

（2）モニタリングの単位  

モニタリングは、政策体系のうち、施策目標（枝）を単位として実施する。  

基本目標Ⅰ安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること  

（3）モニタリングの時期  

評価予定表に記入された年度の前年度までの実績についてモニタリングを実施する。   

3．モニタリングの手順  

（1）政策体系の施策目標の担当部局は、評価予定表に基づいて本実施要領別紙5の様式に必要   

な事項を記入してモニタリング結果報告書を作成し、政策評価官室に提出する。  

（2）施策目標が複数の担当部局にまたがる場合には、主たる政策を所管している担当部局がと   

りまとめることとし、1つの結束報告書として政策評価官室に提出する。  

（3）政策評価官室は、モニタリング結果報告書をとりまとめ、公表する。  

○モニタリングの対象となる施策目標等  

（1）モニタリング結果報告書の右上にモニタリングの対象とする基本目標、施策目標の番号を  

記入する。  

（2）「モニタリングの対象となる施策目標」欄には、政策体系に定めた施策目標（枝）を記入  

する。  

（3）日付については、モニタリング結果報告書をとりまとめる際に政策評価官室で一括して記  
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入する。  

1．政策体系上の位置付け等  

（1）モニタリングの対象となる基本目標、施策目標とそれぞれの番号、個別目標及び主な事務   

事業を記入する。また、モニタリングの対象となる施策目標（枝）の部分は、字体をゴシッ   

クにして記入する。  

（2）「施策の概要（目的・根拠法令等）」欄には、当該施策の目的及び根拠となる法令等を端的   

に記入する。  

（3）「主管部局・課重」欄には、当該施策目標を達成するために実施している政策のうち主な   

ものを所管している部局・課室名を記入し、「関係部局・課室」欄には、その他の関係する   

政策を所管している部局・課室名を記入する。  

「モニタリングの対象となる施策目標」欄及び政策体系の記入例  
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2．施策目標に係る指標  

（1）「施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）」欄には、政策体系に定めた施策目標の達成   

状況を評価する指標を記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入するととも   

に、政策体系に定めた当該指標に係る達成水準及び達成時期を記入する。  

達成水準又は達成時期が設定されていない場合は、原則指標として採用せず、別途参考統   

計欄に整理することとする。  

なお、達成水準及び達成時期を設定していない指標には、（）と記入ナる 

（2）達成水準を設定している指標についてIま 、目標達成率（実績値／達成水準）を算定し、【】   

内に記入する。  

達成時期を将来に設定している指標については、目標達成時期到来後に目標達成率を算定  

し、記入する。  

また、前々年度以前についても、目標達成率の算定が可能な場合は、記入する。   

※ 指標欄記入に当たっては、後述［≡≡ヨ「モニタリングにおける指標欄記入の留意点」  

及び「「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の上、記入する。  

（2）施策目標に係る指標と「3 

政策評価官室と協議し、重複して記入する指標を真に限定する。  

記入例（平成19年度に作成したモニタリング結果報告書Ⅰ－1－2から引用し、一部加工）  

2．施策目標に関する指標  

期，  ；卓蕃燕宣工：き二軍乾二二  

※【】内は、目標達成率（実績値／達成水準）  

H14  H15  H16  H17  

病院への立入検査紳・■■  

（単位：件数）  

（全病院に原則年一回実施／毎年  

度）  

立入検査結果の遵守率（単位：％）  

（一）  

（調査名・、資料出所、備考）  

・指標については、年度終了後に実施主体である各都道府県等がとりまとめ、厚生労  

働省に報告する。厚生労働省においては、各都道府県等（※）からの報告内容に不備が   

ないか確認してから公表している。  

・平成18年度の数値については、現在集計中であり、平成19年12月には確定値等   

を公表予定である。  

（※各都道府県のほか、保健所を設置する市又は特別区において検査を実施している。   以下同様0）・t  
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モニタリングにおける指標等補記入の留意点   

（1）指標は、政策体系に定めた指標のうち「個別目標に関する評価」に資する指標は、以下   

の定義により「アウトカム指標」、「アウトプット指標」に分類して、記入する。  

アウトカム指標（極力設定）：行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及ぼされる  

何らかの変化や影響を測る指標  

（例：就職件数・就職率、育児休業取得率、行政サービスに対する満足度）  

アウトプット指標：行政の活動そのものや行政活動により提供されてモノやサービスを測る指  

標、又はそれら行政活動により提供されたモノやサービスの利用の結果等  

（例：検査件数、助成金支給件数、ホームページのアクセス数）  

（2）政策体系に定めていないもの又は達成水準等を設定していないものの目標の達成状況を   

把握する上で有益な統計を記入する必要がある場合は、「参考統計」欄に記入する。  

（3書）指標は、原則として過去5年間の数値を記入し、可能な限り直近の数値を記入する。   

評価対象年度の数値が記入できない場合は、その理由を「（調査名・資料出所、備考）」   

欄に具体的に記入する。また、年度を通じた数値がとれない場合又は確定した数値がとれ   

ない場合も、「（調査名・資料出所、備考）」欄に、その理由を具体的に記入する。  

（4舎）支給額等の金額を指標とするものは、原則として百万円を単位とする。  

（5年）必要に応じて、予算作成時に予定した数値（予定件数、予定額等）を記載するものは、   

参考統計欄中の上段に実績値、下段に予算作成時の予定数値を記入し、その旨を「（調査   

名・資料出所、備考）」欄に記入する。  

「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法  

（1）各指標欄に付随する「（調査名・資料出所、備考）」欄には、指標のもととなる調査名   

等を具体的に記入し、あわせて指標及び調査の特異性等がある場合には簡潔に記入する。  

（2）複数の指標がある場合には、それぞれの指標毎に調査名等を記入する。  

（3）可能な限りURLを記載するなどし、国民が資料を入手し易くすること。   

＜記入例＞  

・指標1は、内閣府が実施した平成19年度「00調査」による。  

・指標2は、（財）△△の平成18年度「00調査」による。  

・指標1は、平成18年度「00調査」によるものであり、当該調査は、隔年で実施して  

いる。  

・指標1は、事業の開始が平成17年度からのため、H15～H16の欄は記載できない。  

・指標2は、00事業の終了後、当該事業参加者に対して実施したアンケート調査による  

ものである。（□□人に調査、回収率△△％）  

・平成17年4月の制度改正により、指標の対象範囲が～～となっている。  
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指標1の上段は実績値、下段括弧書きは予算作成時に予定した数値である。   

指標2は、平成2し）ヰ＝審年度00調査によるが、平成21令コ年6月時点での速報値であ  

り‘、平成2t審年10月に確定値等を公表予定である。  

3．個別目標に係る指標等  

（1）「個別目標に係る指標」欄には、政策体系に定めた個別目標の達成状況を評価する指標を   

記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入するとともに、当該指標に係る達   

成水準及び達成時期を記入する。  

なお、達成水準及び達成時期を設定していない指標には、（－）と記入する。  

個別目標に係る指標が施策目標に係る指標と重複する場合は、「※施策目標に係る指標○   

と同じ。」と記入する。  

（2）達成水準を設定している指標については、目標達成率（実績値／達成水準）を算定し、【】   

内に記入する。  

達成時期を将来に設定している指標については、目標達成時期到来後に目標達成率を算定  

し、記入する。  

また、前々年度以前についても、目標達成率の算定が可能な場合は、記入する。   

※ 指標欄記入に当たっては、前述匡≡≡いモニタリングにおける指標欄記入の留意点」  
及び「「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の上、記入する。  

（3）モニタリング中の「評価対象事務事業」は、】以下の基準により選定する。   

○ 会計検査院から問題点を指摘されている事業、3年以上継続している事業、多額の不用  

額が発生するなど政策効果が十分に発揮されていない可能性がある事業等、支出の削減・  

効率化の観点から評価を必要とすると考えられる事業   

○ ムダゼロ指摘事項において個別に指摘を受けた事業   

〔モニタリング中の評価対象事務事業の評価〕   

ア．「個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価」欄には、実績評価書   

様式のとおり「事務事業名」、「予算額等」、「決算額」、「実施主体」、「事業の概要・必要性   

（政府決定・重要施策との関連性）」、「事業（予算）実績等」及び「実施状況の評価と今後   

の課題」を記入する。   

イ．「予算額等」欄において、 予算額は評価の対象年度（例えば、平成21年度に実施する実   

績評価については、平成20年度の予算額。）の金額を記入する。財源（一一般会計、特別会   

計等）及び実施主体は、該当するものをl＋lで囲む。予算財源及び実施主体が複   
数に及ぶものは、該当する全ての項目をl＋1で囲む。   
ウ．「決算額」欄については、当該事務事業の評価の対象年度の決算額を記入する。   

エ．「事業の概要・必要性」欄については、事業概要を記入するとともに、当該事務事業が個   

別目標を達成するために必畢な理由について記入し、政府決定や重要施策との関連性につい   

ても「政府決定や重要施策との関連性」欄に記入する。   

オ．「事業実績等」欄については、過去5年間の予算額（補正後）推移、予算積算上の事業数   

等及びその実績数等を記入する。（※）   

※ 「予算積算上の事業数等」欄には、例えば予算の積算を行うにあたり単価◇◇T・円のもの   

を00施設△△カ所に設置するために必要な費用▽▽▽千円としているものの内、00施設   

に係る△△カ所を記入するものである。また、「事業実績数等」欄には、予算で積算されて   

いた上記の△△カ所に設置を予定したが、実際はロロカ所に設置したというように予算執行   

（決算）土どれだけ実施したか実績（ロロカ所）を記入する。  
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カ．「実施状況の評価と今後の課題」欄については、当該事務事業の実施状況等を踏まえ、個   

別目標の達成との関連において事務事業が果たした効果等の分析を行い評価するとともに、   

今後の当該事務事業の課題、見直し、改善の方向性、概算要求の方向性等について記入する。   

なお、見直し、改善を行う場合には期限を明記すること（「厚生労働行政の在り方に関する   

懇談会中間まとめ」の指摘参照）。  

また、予算作成時の予定数値と実績値に大きな帝離が生じた場合は、その理由についても   

分析し記入する。   

なお、当該事業が選定基準B又はCの理由で選定されている場合には、必ず問題点等が出   

た原因、背景の分析を行い見直しの方向性について記入する。  

む。  

（4）各施策目標毎の個別目標、指標及び事務事業の数に応じて、枠の追加又は削除を行う。  

記入例（平成19年度に作成したモニタリング結果報告書Ⅰ－5－4から引用）  

3．個別目標に係る指標等  

被爆者の健康の保持・増進を図ること  個別目標1   

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■ ■ ■ ■l■l■ ■ t t ■ t■ ■ ■】■■  

ヱ⊥キム品広之且ヒヱヱ上吼可り．丘盲弓ム．：  個別目標に係る指標  

アウトカム指標・一●■■  

（達成水準／達成時期）  

■ ■■  
l  

■ ■ ●  

H18  H17   H14  H15  H16  

被爆者健康診断受診率（単ぜ  

（－）  

※施策目標に係る指標1と同じ。  ■■－■－■t■  

（調査名・資料出所、備考）  ：施策目標に係る指標と重複する場合は、その：  

■ ・指標1は、健康局総務課調べによる。歴カ…………………………．J  
・被爆者健康診断受診率は、「一般健康診断受診者数／（被爆者健康手帳交付者数＋  

健康診断受診者証交付者数）」により算出。  

・「被爆者健康手帳交付者」とは「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」（平成   

6年法律第117号）第1条に該当する者であり、「健康診断受診者証交付者」とは  

同法施行令（平成7年政令第26号）別表第3及び第4に該当する者をいう。  

和転軸巌詣落  
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第7手 水道施設整備事業評価実施要領  

基本計画、実施計画において、 「水道施設整備事業の評価の実施について」（平成16年7月1  

2日健発第0712003号）で定めるところにより事後評価の対象とすることとしたものにつ  

き、当該要領を別添1のとおりとする。   

また、当該要領の実施細目「水道施設整備事業の評価の実施について」（平成16年7月12  

日健水発第0712002号）及び「水資源機構事業の評価の実施について」（平成16年7月  

12日健水発第0712002号）を、それぞれ別添2－1及び別添2－2のとおりとする。  

第8章‘研究開発評価実施要領  

基本計画、実施計画において、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成17年3月29  

日内閣総理大臣決定）に基づき事後評価の対象とすることとされた研究開発につき、当該指針を  

別添3のとおりとする。   

また、当該指針に基づき策定された「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平成1  

7年8月25日厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定）を、別添4のとおりとする。  
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第9幸 成果重視事業評価実施要領   

1．評価の趣旨   

成果重視事業評価は、企画立案（Plm）一実施（Do）一評価（Check）一見直し・改善（Action）  

という予算編成プロセスを定着させる観点から、成果重視事業について、各年度ごと及び計画期  

間終了後に、設定した定量的な目標の達成状況や予算執行の弾力化により得られた効果などを評  

価する。   

2．評価対象  

（1）平成20毒〒9＝年度において、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」に基づき定め   

る成果重視事業に位置付けられているもの。   

3．評価の手順  

（1）事業の担当部局は、本実施要領別紙6の様式に必要な事項を記入して成果重視事業評価書  

をとりまとめ、政策評価官室に提出する。  

（2）政策評価官室は、評価専担組織として、評価結果について技術的助言等を行う。  

（3）担当部局は、必要に応じて政策評価官室の技術的助言等を踏まえた修正をし、成果重視事  

業評価書をとりまとめる。  

（4）政策評価官室は、とりまとめた成果重視事業評価書をもとに、成果重視事業評価書要旨を   

作成し、成果重視事業評価書とともに公表し、あわせて成果重視事業評価書を総務省へ通知  

する。  

（5）成果重視事業評価書をとりまとめた後、担当部局は、政策評価の結果の政策への反映状況   

を政策評価官室に報告する。政策評価官室は、それらの反映状況をとりまとめ、総務省へ通  

知する。  

○評価対象（事業名）等  

（1）「評価対象（事業名）」欄には、評価の対象となる成果重視事業の名称を記入する。  

（2）「主管部局・課室」欄には、 

「関係部局・課室」欄には、その他の関係部局・課室名を記入する。  

（3）「関連する政策体系」欄には、当該事業に関連する基本目標、施策目標及び個別目標とそ  

れぞれの番号を記入する。  

（4）整理番号及び日付については、成果重視事業評価書をとりまとめる際に政策評価官室で一  

括して記入する。  
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記入例  

1．現状・問題分析   

事業が必要とされている背景及び現状の問題点等を分析し、可能な限り客観的なデータを用   

いて記入する。   

記入例（平成19年度に作成した成果重視事業評価書（マンモグラフィ緊急整備事業）からi  

引用）  －，．リ‖．‖．．．．．．．   

萄き声 即 
ユニ乱入．：  1．現状・問題分析  

現在、我が国において、乳がんは女性のがん雁患率の第1位となってお  

万5千人が発症し、約1万人が死亡するとともに、年々増加する傾向にある。   

このため、市町村が実施する乳がん検診受診者のうち、40歳以上の女性に対しては、  

マンモグラフィによる検診を原則実施するよう、がん検診に関する指針を改正しており、  

各自治体のマンモグラフィによる検診体制を緊急的に整備する必要がある。  
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2．事業の内容  

（1）「事業の実施主体」欄には、該当する実施主体を全て＝で囲む。  

（2）「事業の内容（概要）」欄には、事業の内容を具体的に記入する。  

（3）「事業計画期間」欄には、成果重視事業の計画期間を記入する。  

（4）「予算」欄には、「一般会計」、「年金特会」、「労働保険特会」及び「その他」のうち、該   

当するものを［二二ニコで囲み、「その他」の場合は、括弧内に具体的に記入する。また、こ   

れまでの予算額及び要求する予定の予算概算要求額を百万単位で記入する。  

「予算執行の弾力化措置」については、「国庫債務負担行為」、「繰越明許費」、「目聞流用   

の弾力化」及び「目の大括ち化」のうち、当該事業において活用するものを［二ニコで囲む。   

記入例   

■■■■■■■■■■■■■■■■ヽ  

′．、ヱ酋  鞄号矩詣芭酷二：  ㌍盟ゑ只票恥・・；  
（4）予算  

’■■ 

年金特会・労働保険特会  そ♂他（  ）  

予算額（単位：百万円）  H17  H18  H19  

予算執行の弾力化措置  

国庫債務負担行為  越明許費  目聞流用の弾力化 ・ 目の大括り化  

※「H21」については予算概算要求額  

3．目標等  

（1ト「定量的な目標」欄には、成果重視事業として設定した定量的な目標を記入する。  

（2）「目標設定の考え方」欄には、どのような考え方、根拠等に基づき目標を設定したのかを   

記入する。  

（3）「本事業における具体的手段と目標の因果関係」欄には、当該事業における具体的手段の   

行使が、設定した目標の達成に向けてどのように寄与するか、その因果関係を記入する。  

（4）「目標の達成度合いの判定方法・基準」欄には、客観的な評価（目標達成状況の評価・検   

証と問題や課題の抽出など）を行うための判定基準を以下のとおり記入する。  

「目標の達成度合いの判定方法・基準」欄  

達成度合い   目標達成率（実績値／目標値）   評価   

A   100％以上   有効   

B   90％以上100％未満   概ね有効   

C   50％以上90％未満   有効性の向上が必要   

D   50％未満   有効性に問題あり   

4．評価指標等  

（1）「評価指標等」欄には、設定した目標の達成状況を評価する指標を記入する。また、欄内   

に当該指標等の単位を括弧書きで記入する。  

（2）目標の達成度合いは、目標達成率（実績値／目標値）を算定し、「3．目標等」の「目標   

の達成度合いの判定方法・基準」欄に従い、A～Dを記入する。  
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※指標欄の記入に当たっては、後述匡≡ヨ「成果重視事業評価における指標欄記入の  
留意点」及び「「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の上、記入する。   

記入例（平成19年動こ作成した成果重視事業評価書（「厚生労働省ネットワーク（共通シ…  

ステム）最適化事業」）から引用し、一部卿工）   

※ 図表を使用した例  

■■i■1ヒ劾き亡相羽■・サービス‡l一個■一驚  
√r■壷労l■■■■ネットワー ク （共iiミ′．穴．テム））  

「▼巧「’㌃1  

2007年（平成．t9年）8′■2ユ日  
■ほ■1ヒ鋤書手■●■   

（l〉＋轟■i■イヒ《勤■l加■  

鵬劇■●■★の■q■t く■臼■¶ヒ■■■■q，■■血の虞■■』醐  く■■t鑓．干l『＝j  
ア  1ヽツ トワ・－・，の■■tT   l■J■t■  王■■1■■l  さ▲■■■」■  ●■■■■■  t■■■■■  ○■■t■  γ」■l■■  d●■l■l  

ム郁■■  よ00●書l■  加▼■■■【  2000嶋り■  100●I■  上OIO●■l  量0111■t  力■1量1■■亡   

■＝■‖t■■●■■■の I I（●ナ   ら．ふI●．Ⅷ  §■l●．7（IO  5．■lO T00  6、占tO、TDO  6．610＿T00  6．名l0．700  亭．さt9．7り○  6．8t■∴ホ00   

－■■tヒヨ■義一の一★r●■■t■｝ （b）  ●＿れ0．■叫   

■疇さ■●暮先 く■■t■） tく●I－（b）き  ●○●■▼00   

■ほ■徽■■■■■卜の疇蒙事If■t■■■■l（qI  

■■■■l■■l り■r●t■◆ ll●トlくI】  

・f． 甲I弓■■つLA●Jニ′ス1■▲のt弓■【  ltl■■t■l  董」■■l一■  ∃■■ll■  ■」■り■l■  l事■d■rl  一ゝ■■■【t■  ■7■■■l■  」■一■■l■  

力00さ■■■【  紳001■■【  湘r■■月■  2000J■t  20001■一  よOtOJ■■l  量0111■t  王Ill食■■■l   

ti■▼ヒ事■l■蠣■の竃tく■‡   t．1恥．800  t．t80＿占00  ト1■○ ㊥○  I．180．600  l．t80．0DO  l．18（l．石00  Ⅰ．100．細  l＿ t●○－■00   

一拍■▼ヒ■■1■－の●■■¶■亡l■■■｝ tbI  t，T57．㈱  l．15▼一800  l，16丁＿000  l．167．800  l．tき7．800  l．15丁．800  l．t～7▼000  t▲15J＿■00   

偶力l鐘■（Rl■t■I （く■I－（b）｝   き之、曲00  2全＿鋤○  22000  22．800  之2．800  空2、8（Xl  22■抽  t2′的○   

一一tヒ！■F暮■■との■■† t■印■■｝ く亡J  t．15J．t■＞○  l．1Sr【細  

剛■Ll巴■ヒ（事帥■■いく▲）一（仁））   之之、■○¢  2之．棚  
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成果重視事業評価における指標等補記入の留意点   

（1）指標は、設定した目標の達成状洩を評価するためのものを記入することとし、以下の定   

義により「アウトカム指標」、「アウトプット指標」に分類して、記入する。  

アウトカム指標‥行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及ぼされる何らかの変化  

や影響を測る指標  

（例‥就職件数・就職率、育児休業取得率、行政サービスに対する満足度）  

アウトプット指標：行政の活動そのものや行政活動により提供されてモノやサービスを測る指  

標、又はそれら行政活動により提供されたモノやサ⊥ビスの利用の結果等  

（例：検査件数、助成金支給件数、ホームページのアクセス数）   

※なお、指標は極力アウトカム指標とすること。  

（2）指標は、原則として成果重視事業の計画期間の各年度ごとの目標値及び実績値を記入し、   

評価対象年度より後の年度については目標値のみを、計画期間より前の年度については実   

績値のみを記入する。  

（3）目標の達成度合いは、目標達成率（実績値／目標値）を算定し、「3．目標等」の「目   

標の達成度合いの判定方法・基準」欄に従い、A～Dを記入する。  

（4）その他口標の達成状況を把握トる上で有益な指標を記入㌻る必要がある腸′餌よ、「参考   

指標」柵に記入ナる。達成水準又は達成時期が設定されていないものは、原則として、別   

途参考統計として整理する。  

（5）参考統計指標は、原則として過去5年間の数値を記入し、可能な限り直近の数値を記入   

する。  

（6）評価対象年度の数値が記入できない場合は、その理由を「（調査名・資料出所、備考）」   

欄に具体的に記入する。また、年度を通じた数値がとれない場合又は確定した数値がとれ   

ない場合も、「（調査名・資料出所、備考）」欄に、その理由を具体的に記入する。  

（7）支給額等の金額を指標とするものは、原則として百万円を単位とする。  

（8）評価に当たって、予算作成時に予定した数値（予定件数、予定額等）を記載する必要が   

あるものは、上段に実績値、下段に予算作成時の予定数値を記入し、その旨を「（調査名   

・資料出所、備考）」欄に記入する。  

「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法   

（1）各指標欄に付随する「（調査名・資料出所、備考）」欄には、指標のもととなる調査等   

を具体的に記入し、あわせて指標及び調査の特異性等がある場合には簡潔に記入する。  

（2）複数の指標がある場合には、それぞれの指標毎に調査名等を記入する。  

（3）可能な限りU礼を記載するなどし、国民が資料を入手し易くすること。   

＜記入例＞  

・指標1は、内閣府が実施した平成19年度「00調査」による。  

・参考指標2は、（財）△△の平成18年度「00調査」による。  

・指標1は、平成18年度「00調査」によるものであり、当該調査は、隔年で実施して  

いる。  
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指標2は、00事業の終了後、当該事業参加者に対して実施したアンケート調査による  

ものである。（□□人に調査、回収率△△％）   

指標1は、事業の開始が平成16年度からのため、H15の欄は記載できない。   

平成17年4月の制度改正により、指標の対象範囲が～～となっている。   

指標1の上段は実績値、下段括弧書きは予算作成時に予定した数値である。   

指標2は、平成20孝幸年度00調査によるが、平成21傘年6月時点での速報値であ  

り、平成21♯年10月に確定値等を公表予定である。  

5．評価  

（1）総合的な評価  

設定した目標の達成に対して当該事業が有効であったか、当該事業が効率的なものであ  

ったかについて、指標等により定量的に評価する。特に、目標の達成度合いを記入したも  

のについては、目標の達成・未達成の原因を分析するとともに、その分析結果を踏まえた  

評価を行う。  

また、とりあげた指標において、予算作成時の予定数債と実績値に大きな帝離が生じた場  

合は、その理由についても記入する。  

なお、当該事業に対する評価の他、波及効果や副次的効果についても可能な限り記入する。  

（2）その他   

① 当該事業において活用した予算執行甲弾力化措置によって得られた効果を記入する。   

② 有効性の評価及び効率性の評価の他に、必要に応じて、公平性（受益や負担が公平に分  

配されたか）及び優先性（他の事業より優先的に実施するべきか）等の観点から分析した  

評価を記入する。   

③ 今後、事業を継続するに当たって、税や財政投融資などの利用可能性、規制緩和による  

代替可能性等が考えられる場合には、それらについても当該欄に記入する。  

（3）政策等への反映の方向性  

評価結果を踏まえ、「予算額」欄の要求額のとおり予算概算要求行うこととした場合には、   

「評価結果を踏まえ、平成00年度予算概算要求において所要の予算を要求する。」と記入  

する。  

また、評価結果を踏まえ、予算概算要求額の変更、当初の事業内容からの見直し等を行う   

場合には、変更した予算概算要求額及び見直した内容等を記入する。  

6．特記事項の記入  

（1）特記事項については、各事項について該当、の有無を確認すること。  

（2）「①国会による決議等の状況（綺理答弁及び警告決議、附帯決議等含む）の該当」欄には、   

該当のする有無を確認の上□印を記入し、該当するものがある場合に、その名称、年月日及   

び該当部分の抜粋を記入する。該当するものがない場合は、「なし。」と記入する。  

（3）「②骨太の方針・各種計画等政府決定の該当との関係及び遵守状況」欄には、閣議決定（「経   

済財政改革の基本方針」等）及び施政方針演説（原則として過去1年のもの）等において当該   

施策に関係する記述・言及の有無を確認の上□印を記入し、該当するものがある場合に、そ   

の名称、年月日及び該当部分の抜粋を記入する。該当するものがない場合は、「なし。」と記  

入する。  

（4）「③審議会め指摘」欄には、当該施策について審議会から受けた意見等の有無を確認のと  

□印を記入し、意見等がある場合に、その意見等及び年月日を記入する。  

（5）「④研究会等の有無」欄には、当該施策について研究会等から受けた指摘等の有無を確認  
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の上口印を記入し、指摘等がある場合に、その指摘等及び年月日を記入する。  

（6）「③⑤総務省による行政評価・監視および認定関連活動等の該当状況」欄には、総務省が   

実施する行政評価・監視（旧行政監察）、統一性・総合性確保評価及び客観性担保評価にお   

いて指摘された事項の有無を確認の上□印を記入し、指摘された事項及び年月日を記入する。   

該当するものがない場合は、「なし。」と記入する。  

（7）「④⑥会計検査院による指摘」欄には、該当の有無を確認の上□印を記入し、指摘された   

事項するものがある場合に、その内容及び年月日を記入する。該当するものがない場合は、   

「なし。」と記入する。  

（8）「⑦その他」欄については、上記①～⑥以外の特記事項がある場合に、その内容及び年月   

日を記入する。  

（9）「⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項」欄には、当該施策について審議会、   

研究会等から受けた意見等及び年月日を記入する。また、審議会等の他にも学識経験者から   

コメントを得た場合には、必要に応じて記入する。該当するものがない場合は、「なし。」と   

記入する。  

ー‾  ／  ′  l （L IYl」’：別  

亡亡上一1 －1  －lヽ ヽ      ＝ ヽ」b  

′▲＼   口」J／ ヽl／11く■ヽヽ  「コり・u  ■ ン1ノ ▲－■  †     ノ′ヽヽ／l二戸tHllP⊥l／ヽ、〃L＝1＿クヽ．1ニ■ヽ」  ▼一′ ） （⊥ 写′■Jlヽヽ0  

要旨の作成   

成果重視事業評価書要旨は、政策評価官室において、成果重視事業評価書の「総合的な評   

価」欄の記載等をもとに作成する。  
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第10辛 規制の事前評価実施要領   

1．評価の趣旨   

規制の事前評価は、規制が、社会秩序の維持、生命の安全、環境の保全、消費者の保護等の行  

政目的のため、国民の権利や自由を制限し、又は国民に義務を課すものであることから、規制に  

よって発生する効果や負担を事前に予測・評価することにより、規制の質の向上を図るとともに、  

利害関係者のみならず、規制について広く国民の理解を得ることを目的とするものである。   

2．評価対象   

法律又は法律の委任に基づく政令の制定又は改廃により、規制を新設し、若しくは廃止し、又  

は規制の内容を変更することを目的とする政策を対象として実施する。   

3．評価の手順  

（1）規制の新設・改廃を行う政策の企画立案にあわせて、規制の担当部局は、本実施要領別紙  

7の様式に必要な事項を記入して規制影響分析書をとりまとめ、遅くとも、（6）の公表及   

び総務省への通知の2週間前までに政策評価官室に提出する。  

（2）新設・改廃する規制が複数の担当部局にまたがる場合には、主に所管している担当部局が   

とりまとめることとし、1つの評価書として政策評価官室に提出する。  

また、関連する規制の内容が同一法令の複数の条項や複数の法令の条項にわたる場合であ   

って、別々に評価を実施することにより適切な評価が可能となると判断されるものについて   

は、政策評価官室と相談の上、それぞれ別個に評価書を作成する。  

（3）政策評価官室は、評価専担組織として、評価結果について技術的助言等を行う。  

（4）担当部局は、必要に応じて政策評価官室の技術的助言等を踏まえた修正をし、規制影響分   

析書をとりまとめる。  

（5）政策評価官室は、とりまとめた規制影響分析書をもとに、規制影響分析書要旨を作成し、   

規制影響分析書とともに公表し、あわせて規制影響分析書を総務省へ通知する。  

（6）規制影響分析書の公表及び総務省への通知については、規制の新設・改廃が、法律による   

場合は法律案の国会提出にあわせて、政令による場合は行政手続法（平成5年法律第88号）   

に基づく意見公募手続（意見公募手続の適用除外のものについては閣議決定）にあわせて行  

う。  

なお、意見公募手続を行うものについては、「電子政府の総合窓口」のウェブサイト   

（ⅥW．e－gOV．gOjp）において意見公募手続に付される命令等（規制）の実の「関連資料」と   

することを原則とする。  

○規制の名称等  

（1）「規制の名称」欄には、評価の対象となる規制の名称を記入する。  

（2）「主管部局・課室」欄には、当該規制の主たる部分を所管している部局・課室名を記入し、   

「関係部局・課室」欄には、その他の関係部局・課室名を記入する。  

（3）「関連する政策体系」欄には、当該規制に関連する基本目標、施策目標及び個別目標とそ  

れぞれの番号を記入する。  
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（4）日付については、規制影響分析書をとりまとめる際に政策評価官室で一括して記入する。   

記入例  

規制影響分析幸  

平成 年 月  

1．現状・問題分析とその改善方策（規制の新設・改廃の必要性）  

（1）規制の新設・改廃が必要とされている背景及び現状の問題点等を可能な限り客観的なデー   

タを用いて分析し、問題点等の改善方策を踏まえた当該規制の新設・改廃の必要性を記入す   

る。また、過去に実施した政策評価の結果を踏まえた規制の場合には、その旨を記入する。  

（2）「現状・問題分析に関連する指標」欄には、現状・問題分析をする際に有益な指標がある   

場合に記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入する。  

記入例（平成19年度に作成した規制影響分析書（社会福祉士及び介護福祉士の養成施設等  

の指定に係る規定の整備）から引用し、一部加工）  

1．現状・問題分析とその改善方策（規制の新設・改廃の必要性）   

介護福祉士は、専門的知識及び技術をもって介護を行うことを業とする名称独占の国  

家資格である。現在に至るまでに約60万人が資格を取得し、介護保険の施設サービス  

で就労する介護職員の約4割、在宅サービスで就労する介護職員の約2割が資格を保持  

しているなど、今日では介護を支えるマンパワーとして中核的な存在となってきている。   

一方で、昭和63年の介護福祉士制度の施行から現在までの間に、介護福祉士を取り  

巻く状況は変化してきており、介護保険制度や障害者自立支援法の施行等により、個別  

ケアや認知症ケアなど新しいケアモデルに対応できるような介護福祉士が必要となって  

きている。   

このような国民の新しいニーズに対応できるように、介護福祉士の資質の確保及び向  

上を図るため、介護福祉士制度の在り方について社会保障審議会福祉部会において議論  

していただいた結果、介護福祉士の資格取得に係る教育内容や実務経験を充実した上で  

その水準を統一するとともに、一律に国家試験の受験を課すという形で資格取得方法の  

－53－   



規制影響分析暮における指標等欄記入の留意点  

（1）指標は極力アウトカム指標とする。  

（2幸）「現状・問題分析に関連する指標」は、原則として過去5年間の数値を記入し、可能   

な限り直近の数値を記入する。また、年度を通じた数値がとれない場合又は確定した数値   

がとれない場合は、「（調査名・資料出所、備考）」欄に、その理由を具体的に記入する。  

（3暮）支給額等の金額を指標とするものは、原則として百万円を単位とする。  

「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法   

（1）「（調査名・資料出所、備考）」欄に 

あわせて指標及び調査の特異性等がある場合には簡潔に記入する。  

（2）複数の指標がある場合には、それぞれの指標毎に調査名等を記入する。  

（3）可能な限りURLを記載するなどし、国民が資料を入手し易くすること。   

＜記入例＞  

・指標1は、内閣府が実施した平成19年度「00調査」による。  

・指標2は、（財）△△の平成18年度「00調査」による。  
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指標1は、平成18年度「00調査」によるものであり、当該調査は、隔年で実施して  

いる。   

指標2は、00事業の終了後、当該事業参加者に対して実施したアンケート調査による  

ものである。（□□人に調査、回収率△△％）   

平成17年4月の制度改正により、指標の対象範囲が～～となっている。   

指標1の上段は実績値、下段括弧書きは予算作成時に予定した数値である。   

指標2は、平成20幸二経年度「00調査」によるが、平成21①年6月時点での速報値  

であり、平成21二8二年10月に確定値等を公表予定である。  

2．規制の新設・改廃の内容・目的  

（1）「内容・目的」欄には、「1．現状・問題分析とその改善方策（規制の新設・改廃の必要性）」   

の内容を踏まえ、新設・改廃する規制の内容と、その目的を具体的に記入する。  

（2）「根拠条文」欄には、新設・改廃する規制の根拠となる条文を記入する。  

記入例（平成19年度に作成した規制影響分析書（ホルムアルデヒドに係る労働者の健康障  

害防止対策のための規制強化）から引用）  

2．規制の新設・改廃の内容・目的  

内容・目的   

労働者のホルムアルデヒドばく露防止対策を充実するため、現在労働安全衛生法施行  

令（昭和47年政令第318号）（以下「令」という。）別表第3廃3号に掲げる特定  

化学物質（第3類物質）に指定しているホルムアルデヒドを、令別表第3第2号に掲げ  

る特定化学物質（第2類物質）に指定し直す。これにより、事業者に、既に義務づけて  

いる作業主任者の選任、大量漏洩を防止するため措置等に加えて、新たに、設備の密閉  

化又は局所排気装置若しくはプッシュプル型換気装置（動力により一定方向の流れをも  

つ吹出し、吸込み気流を形成し、有害なガス等の飛散を抑制する設備）の設置、作業環  

境測定の実施等の措置を義務付けるもの（以下「本規制」という。）である。  

■■■■ ▼iiii＝iこ＝＝■■ ：具体的に記入！  根拠条文  
■●   ■■■■■■■■●■  

労働安全衛生法・（昭和47年法律第57号）第14条、第31条の2、第65条第1  

項、第66条第2項前段及び第113条  

3．便益及び費用の分析  

（1）期待される便益   

① 規制の新設・改廃により、現状維持と比較して増減する便益の具体的内容とその発生過  

程を、その影響を受ける主体ごとに記入する（国民、事業者等想定されるものを記入）。  

その際、可能な限り定量的に示すことが望ましいが、定量的に示すことができない場合  

には、定性的に分かりやすく記入する。   

② 「便益分類」については、規制の新設・改廃の影響を受ける主体ごとに「A：現状維持  

より望ましい効果が増加」、「B∴現状維持と同等」、「C：現状維持より望ましい効果が減  

少」のいずれか該当する記号を記入する。  

（2）想定される費用  

規制の新設・改廃により、現状維持と比較して増減する費用の具体的内容とその発生過程  
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を、「遵守費用」、「行政費用」、「その他の社会的費用」に分類して記入する。  

その際、可能な限り定量的に示すことが望ましいが、定量的に示すことができない場合に  

は、定性的に分かりやすく記入する。   

① 「遵守費用」は、規制を受ける国民や事業者が規制を遵守するために負担する費用であ  

り、行政への申請費用（書類の作成や提出等）、国民や事業者内部における費用（設備の  

導入や維持等）などが含まれる。  

規制の新設・改廃により、これらの費用がどのように増減するかについて記入する。   

② 「行政費用」は、規制を行う主体において発生する費用であり、当該規制の導入に要す  

る費用（制度化のための研究や必要な施設、設備等）や規制導入後に要する費用（検査、  

モニタリング、増員等）が含まれる。  

規制の新設・改廃により、これらの費用がどのように増減するかについて記入する。ま  

た、規制を行う主体の別（国、地方公共団体又は関係法人）についても記入する。   

③ 「その他の社会的費用」は、広く社会経済全体や環境等に対する負の影響、競争状況へ  

の影響などが含まれる。  

規制の新設・改廃により、これらの費用がどのように増減するかについて記入する。   

④ 「費用分類」については、各費用ごとに「A：現状維持より負担が軽減」、「B：現状維  

持と同等」、「C：現状維持より負担が増加」のいずれか該当する記号を記入する。  

（3）便益と費用の関係の分析結果（規制の新設・改廃の総合的な評価）  

「（1）期待される便益」と「（2）想定される負担」に記入した内容に加え、効率性以外   

の政策目的も考慮し、総合的に判断して、規制の新設・改廃が適切なものであることの分析   

・評価を行う。  

4．代替案との比較考量  

（1）「想定される代替案」欄には、想定できる代替案を記入する（複数設定可ただし、「規制の   

新設・改廃を行わない（現状維持）」を代替案とすることは不可。）  

代替案については、規制以外の手段を執る案や、規制の権限行使の主体が異なる案、行政   

行為や遵守確保手段等が異なる案、基準・期間等の内容が異なる案などが考えられる。  

（2）「代替案の便益及び費用の分析」欄には、設定した代替案ごとに「3．便益及び費用  

の分析」に準じて記入する。  

なお、「③便益と費用の関係の分析結果」欄については、新設・改廃する規制と比較し、新   

設・改廃する規制が代替案よりも望ましいものであることを分析・評価する。   

注：複数の代替案を設定した場合には、必要に応じて枠の追加を行う。   

5．有識者の見解その他関連事項   

規制の新設・改廃の案や規制の事前評価による分析内容について審議会、研究会等での検討   

結束や有識者の見解がある場合に、その内容を記入する。   

また、分析・評価において用いたデータや文献等について、それらの概要や所在に関する情   

報を記入する。  

6．一定期間経過後の見直し（レビュー）を行う時期又は条件   

新設・改廃する規制が、一定期間が経過した後に社会経済情勢に照らしてなお適切であるか   

否かの判断を行う時期・条件について記入する。   

なお、定期的に費用及び便益の実績をモニタリングすることを予定している場合は、その旨   

を記入する。  
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要旨の作成  

規制影響分析書要旨は、政策評価官室において、規制影響分析書の「便益及び費用の分析」  

等をもとに作成する。  

※ その他詳細は、「規制の事前評価の実施に関するガイドライン」（平成19年8月24日政策   

評価各府省連絡会議了承）を参照すること。  
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【別紙1】  

（○－○－○）  

実績評価書（案）  

平成21令年 月   

評価の対象となる施策目標  

1．政策体系上の位置付け等  

－1－  
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【別紙1】  

（○－○－○）  

【有効性の観点】   

【効率性の観点】   

【総合的な評価】  

－2 －   



【別紙1】  

（○－○－○）  

－3 －  
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【別紙1】  

（○－○一○）  
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【別紙1】  

（○－○－○）  

※好事例なども含め当該事業の実施状況を踏まえること。   
当該事業の選考区分がBの場合、不用理由と見直しの方向性を記入する。   

指標2 目標達成率 －％   
指標3 自標達成率 －％  
‾‾‾  

（白襟達成函を嘗定でき酌†虜台：竜虎屈指汀  
達成水準を設定していない。  

への反映の  
施策  目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）  

ii施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか1つに○）  
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討  
（ロ）見直しを行わず引き続き実施  
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討  
…iiし…規格∴定員票重畳挨証＿（艶当亙る場合にQ）…＿＿……＿＿＿＿…＿＿…＿．  
（理由）  

l 指標の変更を検討  
ii達成水準又は達成時期の見直しを検討   

（個別目標に係る指標）  

l指棲の変更を検討  
…軋…達成水準又腸達成時艶の＿見直＿し査検討  

（理由）  

国会による決議  
（1）有・無  

謀犬浣（総理答弁及び附帯決議  含む。等）の該当  

（2）具体的記載  

②骨太の方針・各種計画等政府決定等の該当との関係及び遵守状況   
（※安心プラン・新雇用戦略等当省重要政策含む。）   
（1）有・無   

（2）具体的内容  

③審議会の指摘   
（1）有・無   

（2）具体的内容  
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【別紙1】  

（○－○－○）  

④研究会  

て
 
 

l
 
 

し
 
 
 
お
 
 

一
」
 
 

無
無
矧
 
 

有
・
究
 
 

の
有
研
 
 

（1  ）＼
↓
ノ
 
 

具体的に指摘された主な内容  

価  

（  
2
 
 

⑤総務  よ
 
 

に
 
 

省
 
 

評
 
 

政
 
況
 
 

行
 
状
 
る
無
的
 
 
 

（1）有・  

（2）異体  

＠⑥会計検査院による指摘   
（1）有・無   

（2）具体的内容  

⑦その他  

／ニト、ヽヽ■ 王J■lノ．■t■亡l：：．とゝ一■一 十守 一 ，  －●■′ ＿■■－ －1「  
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別
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理
 
 
 

條
 
 

事業評価書（事前）  

平成21二昏年 月   

2．事業の内容  
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【別紙2】  

（整理番号 ）  

5．評価  

－ 8 －   



【別紙2】  

（整理番号 ）  

ー 9 －  
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別
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【
番
 
 
 

理
 
 
 

整
 
 
 
 
 
（
 
 

有・無  

研究会において具体的に指摘された主な内容  
（1．）  
（2）  

よる行政評価・監視及び認定関連活動等の該当状溌  に
有
 
 

省
）
 
 

務
1
 
 
 

（
（
 
 

⑤
 
 
2）具体的状況  

舎⑥会計検査院による指摘   

（1）有・無   

（2）具体的内容  

⑦その他  

一10－   



【別紙3】  

（整理番号 ）  

事業評価書（事後）  

平成21審年 月   

2．事業の内容  
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【別紙3】  

（整理番号 ）  

6．事後評価の内容  
（1）有効性の評価  
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【別紙3  

（整理番号   

③審議会の指摘   
（1）有・無   

（2）具体的内容  

④研究会の有無   
（1）有・無   

（2）研究会において具体的に指摘された主な内容  

⑤総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の該当状洗   

況
 
 
 

状
 
 

無
的
 
・
体
 
 

育
異
 
 

）
）
 
 

1
2
 
 

（
（
 
 

㊨⑥会計検査院による指摘   
（1）有・無   

（2）具体的内容  

⑦その他  
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【別紙4】  

総合評価書  

平成21年 月   

評価対象課題名  
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【別紙4】   

※ 以下は、総合評価結果を踏まえた当該政策の見直しが決定された時期に記入する。  

6．その他  

－16 －   



【別紙5】  

（○－○－○）  

モニタリング結果報告書  

平成21年 月   

モニダ」ングの対象  
となる施策目標  

1．政策体系上の位置付け  

－17－   



【別紙5】  

（○－○－○）  

－18 －   



【別紙5】  

（○－○－○）  

ー19＿  

■丁丁   



ー20 －   



【別紙5】  

（○－○－○）  

－21－   



【別紙5】  

（○－○－○）  

－22 －   



【別紙6】  

（整理番号 ）  

成果重視事業評価書  

平成21辱年 月   

2．事業の内容  

－23 －  

t「‾磁   



【別紙6】  

（整理番号 ）  

達成度合い  目標達成率（実績値／目標値）   
A   100％以上   有効   

B   90％以上100％未満   概ね有効   

C   50％以上90未満   有効性の向上が必要   
D   50％未満   効性に問題あり・   

（2）その他（上記の他、予算執行の弾力化措置により得られた効果、公平性、優先性等  

訟遮の方向性  

－ 24 －   



【別紙6】  

（整理番号 ）  

総理答弁及びβ  

（1）有・無  
（2）具体的記載  

②骨太の方針・各種計画等政府決定等の該当との関係及び遵守状況   
（※安心プラン・新雇用戦略等当省重要政策含む。）   

（1）有・無   

（2）具体的内容 

③審議会の指摘   
（1）有・無   

（2）具体的内容  

④研究会の有無   
（1）有・無   

（2）研究会において具体的に指摘された主な内容  

⑤総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の該当状溌   
（1）有．・無   
（2）具体的状況  

㊨⑥会計検査院による指摘   
（1）有・無   

（2）具体的内容  

⑦その他  

－ 25 －  

史   



【別紙7】  

規制影響分析書  

平成21年 月   

3．便益及び費用の分析   

等」、「C：現状維持より望ましい効果が減少」のいずれか該当する記号を記入。  

類‥）  

－26 －   



【別紙7】  

］  
（2）代替案の  便益及び費用の分析  

【00への便益】（便益分類：）  

についてl  A  ：現状維持より畢ましい効果が増M  
望  ましい効果が減少」のいずれか該当する  

l■へ ■‖ ■r・・・J′ヽ′ヽl－ 一 V ■ ヽ■ll－1ヽヽ   ■ ′■■■「l  

同等」、「C：現状維持より  記号を記入。  

－27 －   




